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第１章 ICT の利活用を通じた社会的課題解決についての一般的整理 
１. 人口減少と三大都市圏への人口集中 

我が国の生産年齢人口は 1995 年の 8,716 万人をピークに減少している。 

国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成 24 年 1 月推計）」の出

生中位・死亡中位推計によると、日本の総人口は 2030 年に 1 億 1,662 万人になるもの

とされており、2030 年以降も人口減少が続く。生産年齢人口も 2030 年には 6,773 万

人、2060 年には 4,418 万人に減少するとされており、国内需要の低迷や人手不足が続

くものと予想される。 

図表１-１-１ 我が国の人口の推移 

 
（出所）総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口

（平成24年1月推計）」（出生中位・死亡中位推計） 

このような人口及び生産年齢人口の減少は、我が国の社会経済に大きな影響を与える。

三大都市圏以外の地域（以下、「地方圏」）の人口減少の程度は三大都市圏に比べて大

きくなるものと予想されている。国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推

計人口（平成 25 年 3 月推計）」によれば、2015 年の生産年齢人口と比べ、東京圏では

2030 年に 178 万人の減少（2015 年生産年齢人口の 21.0%減）であるのに対し、地方圏

では 554 万人の減少（2015 年生産年齢人口の 27.9%減）となる。 
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泊数増加率(

秋田県、山形
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県、島根県、

佐賀県、長崎県

(2016 年,前

県、福島県)
東海(岐阜県、

、福井県)、近

岡山県、広島

県、大分県、

年比) 

 

)、北関東(茨
静岡県、愛知

近畿(滋賀県、

島県、山口県

熊本県、宮崎

茨城県、

知県、

、京都

県)、四

崎県、
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第２章 ICT の利活用が社会的課題解決に及ぼす影響に関する調査 

 
１. 調査概要 

社会的課題の中でも特に地方創生と働き方改革に焦点をあてて、国内企業に対して郵

送アンケート調査を実施した。 

 
1.1 調査方法 

国内の全業種を対象とする郵送調査を行った。郵送調査の概要を以下に示す。 

 
■配布・回収方法：郵送配布、郵送回収 

■実施時期：2017 年 2 月 10 日（金）～2 月 24 日（金） 

■送付先：全国の法人 

■配布数：20,000 通 

■総回収数：3,384 通 うち有効回収数：3,378 

■総回収率：16.9%  有効回収率：16.9% 

 
（参考）サンプリングについて 

下記の条件で抽出した法人について、合計 20,000 件を本調査の発送先とした。 

○企業規模 

地方の特に中小企業における ICT 利活用は都市部大企業に比べ遅れが指摘さ

れている。本調査では、従業員数 300 人以下の中小企業と従業員数 301 人以上

の大企業における ICT 浸透格差などの分析を行うため、それぞれ 90%、10%を

占めるように抽出した。 

 

○本社所在地 

中小企業における都市部と地方部との ICT 浸透格差などの分析を行うため、

中小企業について、三大大都市圏所在の法人、三大都市圏以外に所在の法人がそ

れぞれ 16.7%、83.3%を占めるように抽出した。 

 
○業種 

製造業と非製造業とでは傾向が異なることが想定されることから、製造業、非

製造業がほぼ 50%ずつになるように抽出した。 
  



 

（注

 
※集

に集

 
 
 

図表

注）三大都市

大阪府、

集計につい

無回答を除

集計母数は

表２-１-１ 

市圏は、埼玉県

兵庫県、奈

て 

除外してアン

は異なる。 

本社所在地

県、千葉県、東

奈良県とした。

ンケート集計

 

13

地・業種・従

東京都、神奈

。 

計をしている

従業員規模別

奈川県、岐阜県

るため設問ご

別の抽出法人

県、愛知県、

ごと、設定す

人数 

三重県、京都

するクロス軸

 
都府、

軸ごと
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２. アンケート回答企業の概要 
2.1 資本金 

「1 千万円～3 千万円未満」の割合が も高く 39.3%となっている。次いで、「1

千万円未満」が 38.8%となっている。 

図表２-２-１ 資本金（n=3,310） 

 
 

2.2 主要業種 

「製造業」が 39.5%で も多く、次いで「建設業」が 16.9%、「小売業」が 9.8%

を占めている。 

図表２-２-２ 主要業種（n=3,309） 

 

1千万円未満
38.8%

1千万円～3千万円未満
39.3%

3千万円～5千万円未満

8.0%

5千万円～1億円未満
6.7%

1億円～3億円未満
2.7%

3億円～5億円未満
1.6%

5億円～10億円未満
0.5%

10億円～50億円未満
1.0%

50億円以上
1.4%

農林水産業
1.9%

建設業
16.9%

製造業
39.5%

情報通信業
1.3%

運輸業
2.3%

卸売業
7.5%

小売業
9.8%

金融･保険業
0.6%

不動産業､物品賃貸業
3.1%

宿泊業､飲食ｻｰﾋﾞｽ業
1.5%

医療､福祉
4.6%

その他ｻｰ

ﾋﾞｽ業
7.7%

その他
3.2%
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2.3 本社所在地域 
(1)所在地域 

本社所在地域は「中部」が 28.0%で も多く、次いで「東北」が 17.1%であった。 

図表２-２-３ 所在地域（n=3,377） 

 
 
本社所在地が「三大都市圏」の企業は 17.6%、「三大都市圏以外」の企業は 82.4%

であった。 

図表２-２-４ 本社所在地が三大都市圏の企業（n=3,377） 

 
 

 

北海道
3.8%

東北
17.1%

関東

14.3%

中部
28.0%

近畿

9.7%

中国

9.1%

四国
6.5%

九州・沖縄

11.4%

三大都市圏
17.6%

三大都市圏以外
82.4%
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本社所在地が三大都市圏の中小企業（従業員数 300 人以下）は 13.2%、三大都市

圏以外の中小企業は 79.1%であった。三大都市圏の大企業（従業員数 301 人以上）

は 4.5%、三大都市圏以外の大企業は 3.2%であった。 

図表２-２-５ 本社所在地が三大都市圏の中小企業、大企業（n=3,345） 

 
  

三大都市圏（中小企業）
13.2%

三大都市圏以外（中小企

業）
79.1%

三大都市圏（大企業）
4.5%

三大都市圏以外（大企業）
3.2%
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2.4 従業員の状況 
(1)国内従業員数 

「20 人以下」が も多く 64.5%となっている。次いで「21～50 人」が 18.1%であ

る。 

図表２-２-６ 国内従業員数（n=3,346） 

 
 

(2)正社員の比率 

正社員の比率は「75%超」が も多く 60.9%となっている。次いで「75%以下」が

12.6%となっている。 

図表２-２-７ 正社員の比率（n=3,292） 

 

20人以下
64.5%

21～50人
18.1%

51～100人
5.9%

101～300人
3.9%

301～500人
2.7%

501～1,000人
2.6%

1,001～2,000人
1.2% 2,001人以上

1.1%

0～10%以下
10.1%

25%以下
5.4%

50%以下
11.0%

75%以下
12.6%

75%超
60.9%
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(3)女性社員が占める比率 

女性社員が占める比率は「25%以下」が 25.6%で も多い。女性社員の方が多い企

業が 21.1%を占めている。 

図表２-２-８ 女性社員が占める比率（n=3,387） 

 
2.5 主な顧客 

主な顧客が「法人（BtoB）」である企業が 73.5%、「個人（BtoC）」である企業

が 26.5%であった。 

図表２-２-９ 主な顧客（n=3,194） 

 
 

0%
11.1%

10%以下

21.8%

25%以下

25.6%

50%以下

20.3%

75%以下
12.1%

75%超
8.9%

主に法人(BtoB)
73.5%

主に個人(BtoC)
26.5%
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2.6 業績 
(1)売上高 

「1 億円～5 億円未満」が も高く 34.7%となっている。次いで「5,000 万円未満」

が 22.0%となっている。 

図表２-２-１０ 売上高（n=3,288） 

 
 

(2)経常利益率 

直近の経常利益率は「7～10%未満」が も多く 12.4%であった。経常利益率が「マ

イナス」の企業は 17.8%であった。 

図表２-２-１１ 直近の経常利益率（国内単体）（n=3,135） 

 

5千万円未満
22.0%

5千万円～1億円未満
16.9%

1億円～5億円未満
34.7%

5億円～10億円未満
9.2%

10億円～30億円未満
7.4%

30億円～100億円未満
3.9%

100億円～1千億円未満
4.7%

1千億円～5千億円未満
0.8% 5千億円以上

0.4%

15%以上
8.8%

10～15%未満
11.3%

7～10%未満
12.4%

5～7%未満
9.5%

4～5%未満
7.3%3～4%未満

5.2%

2～3%未満
8.4%

1～2%未満
9.5%

0～1%未満

9.8%

ﾏｲﾅｽ
17.8%
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2.7 業績の増減傾向 
(1)売上高の増減傾向 

直近 3 年間、及び将来 3 年間の売上高の増減状況について聞いたところ、直近 3

年間では「増加傾向」が 25.9%、「減少傾向」が 31.2%であり、減少傾向が 5.3 ポイ

ント高くなっている。将来 3 年間では「増加傾向」が 21.6%、「減少傾向」が 30.3%

であり、減少傾向が 8.7 ポイント高くなっている。 

図表２-２-１２ 売上高（国内単体）の増減傾向 

 
(2)経常利益の増減傾向 

直近 3 年間、及び将来 3 年間の経常利益の増減状況について聞いたところ、直近 3

年間では「増加傾向」が 23.6%、「減少傾向」が 31.6%であり、減少傾向が 8.0 ポイ

ント高くなっている。将来 3 年間では「増加傾向」が 18.9%、「減少傾向」が 32.0%

であり、減少傾向が 13.1 ポイント高くなっている。 

図表２-２-１３ 経常利益（国内単体）の増減傾向 

 
 

 

25.9%

21.6%

42.9%

48.1%

31.2%

30.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

直近3年間(n=3,295)

将来3年間(n=3,161)

増加傾向 横ばい 減少傾向

23.6%

18.9%

44.8%

49.1%

31.6%

32.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

直近3年間(n=3,278)

将来3年間(n=3,144)

増加傾向 横ばい 減少傾向



 21

(3)従業員数の増減傾向 

直近 3 年間、及び将来 3 年間の従業員数の増減状況について聞いたところ、直近 3

年間では「増加傾向」が 16.0%、「減少傾向」が 16.5%であり、減少傾向が 0.5 ポイ

ント高くなっている。将来 3 年間では、「増加傾向」の比率が 18.2%であり、「減少

傾向」も 18.2%である。 

図表２-２-１４ 従業員数（国内単体）の増減傾向 

 
3 年前と比べた国内従業員数は「横ばい」が 57.2%であった。 

 

図表２-２-１５ 3 年前と比べた従業員の増減状況（n=3,290） 

 
テレワークを導入済みの企業と未導入の企業についてそれぞれ従業員が増加傾向

と答えた企業の数から減少傾向と答えた企業の数を引き算して求めた DI(Diffusion 

16.0%

18.2%

67.5%

63.6%

16.5%

18.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

直近3年間(n=3,283)

将来3年間(n=3,162)

増加傾向 横ばい 減少傾向

100%超増
1.1%

50%超～100%増
1.6% 20%超～50%増

4.2%

10%超～20%増
6.2%

5%超～10%増
5.5%

3%超～5%増
4.8%

横ばい
57.2%

3%超～5%減
4.3%

5%超～10%減
4.4%

10%超～20%減
4.8%

20%超～50%減
3.5%

50%超減
2.4%
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Index)を計算すると、テレワーク導入済み企業では直近 3 年間および今後 3 年間の両

方において 10 ポイント以上のプラスであったのに対し、テレワーク未導入の企業で

はいずれもマイナスであった。 

図表２-２-１６ テレワーク導入状況と従業員数の増減に関する DI 

 
 

 
  

12.1

15.4

‐0.6 ‐0.3

‐5

0

5

10

15

20

直近3年間 今後3年間

(%pt)

テレワーク導入（n=140) テレワーク未導入（n=2,970)
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(4)賃金水準 

直近 3 年間、及び将来 3 年間の賃金水準の増減状況について聞いたところ、直近 3

年間では「増加傾向」が 29.4%、「減少傾向」が 7.0%であり、増加傾向が 22.4 ポイ

ント高くなっている。将来 3 年間では、「増加傾向」の比率が 31.5%であり、「減少

傾向」は 8.3%であり、増加傾向が 23.2 ポイント高くなっている。 

図表２-２-１７ 賃金水準（国内単体）の増減傾向 

 
 
2.8 新規事業への取組状況 

「新商品の提供を行った」企業は 23.7%、「新分野への進出を行った」企業は 21.2%

であった。「新規事業への取組はしていない」企業は 60.4%であった。 

図表２-２-１８ 新規事業への取組状況（複数回答）（n=3,278） 

 
 

  

29.4%

31.5%

63.6%

60.2%

7.0%

8.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

直近3年間(n=3,271)

将来3年間(n=3,153)

増加傾向 横ばい 減少傾向

23.7%

21.2%

60.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

新商品の提供を行った

新分野への進出を行った

新規事業への取組はしていない
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2.9 過去 3 年間の新規採用の状況 

過去 3 年間に「定期的に新卒採用を行っている」企業が 14.0%、「不定期だが新卒

を採用した」企業が 13.7%、「中途採用した」企業が 46.0%であった。「採用してい

ない」企業は 34.3%であった。 

図表２-２-１９ 過去 3 年間の新規採用の状況（複数回答）（n=3,306） 

 
３. 現在の経営課題 
3.1 現在重視している経営課題 

現在重視している経営課題では「従業員の意欲や能力の向上」が 54.3%で も多く、

次いで「新規顧客の開拓」が 52.0%であった。 

図表２-３-１ 現在重視している経営課題（複数回答）（n=3,296） 

 

14.0%

13.7%

46.0%

34.3%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

定期的に新卒採用を行っている

不定期だが新卒を採用した

中途採用をした

していない

19.4%

52.0%

42.5%

34.9%

25.9%

17.2%

18.7%

21.5%

9.1%

13.6%

11.4%

21.5%

54.3%

15.1%

18.2%

6.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

市場分析､顧客分析

新規顧客の開拓

既存顧客の満足度向上

商品･ｻｰﾋﾞｽの商品力向上

対応力向上

新規ﾋﾞｼﾞﾈｽの実現

業務ﾌﾟﾛｾｽの改善

管理の高度化

経験やﾉｳﾊｳのﾃﾞｼﾞﾀﾙ化

経営分析

経営ﾄｯﾌﾟの意思決定の正確性や迅速性の向上

組織の改善または改革

従業員の意欲や能力の向上

社内情報の活用や共有の活発化

他社との協働･連携の促進

特に当てはまる経営課題はない
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４. ICT の導入状況 
4.1 ICT の利活用と自社の競争力向上 

ICT の利活用が自社の競争力を高めることに「大いに役立っている」とする企業は

8.0%、「役立っている」とする企業は 25.3%であった。「競争力とは関係ない」と

する企業は 19.0%である。 

図表２-４-１ ICT の利活用が自社の競争力向上に役立っているか（n=3,174） 

 
 

4.2 ICT 端末の導入状況 

全社的な導入率は、「会社支給のパソコン」が 61.7%、「会社支給のスマートフォ

ン」が 11.0%、「会社支給のタブレット」が 5.2%であった。 

図表２-４-２ 情報端末の導入状況 

 

大いに役立っている
8.0%

役立っている
25.3%

やや役立っている
18.9%

あまり競争力とは関

係ない
28.8%

競争力とは関係な

い
19.0%

61.7%

11.0%

5.2%

8.7%

2.5%

25.4%

27.8%

23.8%

23.0%

8.8%

1.5%

7.4%

11.8%

4.6%

4.3%

11.4%

53.8%

59.1%

63.7%

84.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

会社支給のパソコン(n=3,270)

会社支給のスマートフォン(n=3,075)

会社支給のタブレット(n=3,052)

私物スマートフォンの業務利用(n=3,056)

私物タブレットの業務利用(n=3,019)

全社的に導入 一部部門で導入 導入を検討 導入予定なし
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4.3 社外から自社のシステムへのアクセス 
(1)社外から自社のシステムにアクセスして行える業務 

社外から自社のシステムにアクセスして行える業務では「電子メールの確認、送信」

が 54.4%で も多く、ついで「スケジュール確認、日報作成・閲覧等」が 19.5%であっ

た。「社外からアクセスして行える業務はない」という企業は 39.4%であった。 

図表２-４-３ 社外から自社のシステムにアクセスして行える業務（複数回答）

(n=3,266) 

 
 
  

54.4%

9.8%

14.2%

19.5%

14.1%

12.6%

12.1%

1.2%

39.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

電子ﾒｰﾙの確認､送信

電子決裁

社内のｲﾝﾄﾗﾈｯﾄへのｱｸｾｽ

ｽｹｼﾞｭｰﾙ確認､日報作成･閲覧等

ﾌｧｲﾙへのｱｸｾｽ

ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽへのｱｸｾｽ

業務ｼｽﾃﾑへのｱｸｾｽ

その他

社外からｱｸｾｽして行える業務はない



 27

(2)社外から自社のシステムにアクセスする場合のデータ通信料、通話料負担 

社員が社外から自社のシステムにアクセスして業務を行う場合に、データ通信料を

「会社の全額負担」となる企業は 44.4%、通話料が「会社の全額負担」となる企業は

47.6%である。「会社の負担なし」となる企業は「データ通信料」では 13.2%、「通

話料」では 16.9%であった。 

図表２-４-４ 社外から自社のシステムにアクセスする場合の通信料、通話料の負担 

 
 

4.4 入退室管理 

事業所全体の入退室記録をしている企業は 32.6%、ハイセキュリティエリア等の事

業所の一部について入退室記録をしている企業は 20.2%であった。 

事業所全体の入退室管理では IC カードの利用が 12.0%、事業所の一部の入退室管

理では IC カードの利用が 8.2%であった。 

13.2%

16.9%
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11.6%
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47.6%

35.1%

23.9%
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データ通信料(n=3,093)

通話料(n=3,106)

会社の負担なし 通信料補助等による会社の一部負担

会社の全額負担 社外から通信､通話を行わない
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図表２-４-５ 入退室管理方法（複数回答） 

 
 

4.5 対外的な情報発信、取引等の状況 
(1)ホームページ 

ホームページは、59.6%の企業が開設している。ホームページの開設目的では、「会

社概要、所在地等の紹介」が 56.2%で も多く、ついで「商品・サービス等の説明、

宣伝、PR」が 45.5%であった。 

 

図表２-４-６ ホームページの開設目的（複数回答）(n=3,287) 
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見積等のｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ

ﾘｱﾙﾀｲﾑの情報提供

人材の募集､受付
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(2)ソーシャルメディア 

ソーシャルメディアを活用している企業は 20.3%であった。ソーシャルメディアの

活用目的では、「商品・サービスのプロモーション・情報発信」が 10.3%で も多く、

ついで「口コミによる情報拡散」が 6.8%であった。 

図表２-４-７ ソーシャルメディアの活用目的（複数回答）(n=3,199) 
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実店舗等への集客
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ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ力の強化
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ｶｽﾀﾏｰｻﾎﾟｰﾄ

採用活動の強化､充実

その他

ｿｰｼｬﾙﾒﾃﾞｨｱは活用していない
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(3)インターネットを通じた取引 

近 1 年間にインターネットを通じた取引（販売、受注、予約受付）をしている企

業は 29.9%であった。インターネットを通じた取引が売上全体に占める比率では「3%

未満」が 13.9%で も多かった。 

図表２-４-８ 最近 1年間のインターネットを通じた取引が売上に占める比率 

(n=3,296) 

 
(4)ホームページ、ソーシャルメディア、インターネットを通じた取引等の ICT 利活

用による効果 

ホームページ、ソーシャルメディア、インターネットを通じた取引等の ICT 利活

用による「商圏の拡大」、「顧客数の増加」、「リピート率の向上」に「効果があっ

た」とする企業は、6.1%、5.6%、4.4%であった。 

図表２-４-９ ICT の利活用による効果 
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効果がなかった ICTの利活用をしていない
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4.6 クラウドコンピューティング等の活用状況、効果 
(1)活用状況 

クラウドコンピューティングを活用している企業は 8.7%、顧客情報や利用履歴等

のビックデータ解析を活用している企業は 2.3%、自動取得したセンサーデータの分

析を活用している企業は 1.0%、AI を活用している企業は 0.2%である。 

図表２-４-１０ クラウドなどの活用状況 

 
 

(2)効果 

クラウドコンピューティング等を活用している企業のうち、これらを活用すること

によって「効果があった」という企業は、クラウドコンピューティングで 56.7%、ビッ

グデータ解析で 58.1%、センサーデータの分析で 74.2%、AI で 50.0%であった。 

図表２-４-１１ クラウドなどの活用による効果 
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4.7 経営課題の解決のための ICT 利活用の状況 
(1)経営課題の解決のための ICT 利活用の必要性に関する認識 

経営課題の解決のために ICT 利活用の必要性を認識している企業は 6 割弱である。

個別の経営課題別には、「社内情報の活用・共有の活発化」（59.7%）、「新規顧客

の開拓」（58.9%）が高くなっている。 

図表２-４-１２ 経営課題の解決のための ICT 利活用に関する認識（n=3,034） 

 
（注）経営課題により集計母数は異なる。図表表題の母数は「市場分析、顧客分析」のもの 
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(2)経営課題の解決への ICT の利活用状況 

経営課題の解決に ICT の利活用をしているかどうかについてみた。ICT が利活用

されている比率が高い経営課題は、「社内情報の活用・共有の活発化」であり、19.5%

である。ついで「管理の高度化（在庫、生産等）」（17.8%）、「新規顧客の開拓」

（17.2%）となっている。 

図表２-４-１３ 経営課題の解決への ICT 利活用状況（n=3,034） 

 
（注）経営課題により集計母数は異なる。図表表題の母数は「市場分析、顧客分析」のもの 
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(3)経営課題の解決での ICT 利活用による効果状況 

経営課題の解決のために ICT の利活用を行った企業のうち、ICT の利活用の効果

が得られた企業の比率をみてみた。「社内情報の活用・共有の活発化」（79.6%）、

「市場分析、顧客分析」（78.7%）、「管理の高度化（在庫、生産等）」（75.7%）、

「取得したデータに基づく経営分析」（75.1%）では、経営課題の解決のために ICT

の利活用を行った 4 社のうち 3 社以上で効果が得られている。 

 

図表２-４-１６ 経営課題の解決での ICT 利活用による効果の状況（n=390） 

 
（注）経営課題により集計母数は異なる。図表表題の母数は「市場分析、顧客分析」のもの 

 
  

78.7%
74.1%

69.9% 72.6% 71.3%

57.4%

71.8%
75.7%

66.0%

75.1%
70.5%

61.2%
69.1%

79.6%

64.8%
71.7% 69.4%

78.8%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

市
場
分
析､

顧
客
分
析

新
規
顧
客
の
開
拓

既
存
顧
客
の
満
足
度
向
上

商
品･ｻー

ﾋ゙
ｽ

の
商
品
力
向
上

対
応
力
向
上

新
規ﾋ゙

ｼ゙
ﾈ

ｽ

の
実
現

業
務
分
析
に
基
づ
く
業
務ﾌ゚

ﾛ
ｾ

ｽ

の
改
善

管
理
の
高
度
化

経
験
やﾉｳ

ﾊ
ｳ

のﾃ゙
ｼ゙

ﾀ
ﾙ

化

取
得
し
たﾃ゙ー

ﾀ

に
基
づ
く
経
営
分
析

経
営ﾄｯ

ﾌ゚

の
意
思
決
定
の
正
確
性
や
迅
速

性
の
向
上

組
織
の
改
善
ま
た
は
改
革

従
業
員
の
意
欲
や
能
力
の
向
上

社
内
情
報
の
活
用･

共
有
の
活
発
化

他
社
と
の
協
働･

連
携
の
促
進

売
上
向
上

労
働
生
産
性
の
向
上

企
業
全
体
で
の
総
合
評
価



 37

4.8 業務領域ごとの情報システムの導入状況 
(1)導入状況 

企業の情報システムの導入状況を業務領域別にみた。当該業務領域がない企業を除

いて情報システムの導入率をみると、「経理・会計」（67.7%）、「給与・人事」（57.3%）

が高い。その他、「営業、販売、顧客管理」（47.6%）、「商品管理、在庫管理」（41.5%）、

「仕入、発注、調達」（41.4%）での情報システムの導入率が高く、4 割以上の企業

が導入している。 

図表２-４-１７ 業務領域ごとの情報システムの導入状況 

 
 

(2)情報システムの構築方法 

業務領域ごとに情報システムを導入している企業について、情報システムの構築方

法についてみると、「経理・会計」（62.9%）、「給与・人事」（62.2%）、「情報

共有」（57.6%）では、パッケージソフト等既製ソフトの導入率が高い。 

一方、「生産・製造」（39.9%）、「仕入、発注、調達」（36.3%）、「商品管理、

在庫管理」（34.5%）では、特注システムによる導入率が高くなっている。 
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図表２-４-１８ 業務領域ごとの情報システムの構築方法 

 
(3)業務領域ごとの情報システムの連携状況 

業務領域ごとに導入している情報システムについて「大部分の業務領域のシステム

が連携している」のは 11.1%、「一部の業務領域のシステムが連携している」のは

36.1%、「他の業務領域とは連携せず、個別に運用している」のは 35.4%であった。 

図表２-４-１９ 業務領域ごとの情報システム間の連携状況（n=2,090） 
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4.10 ICT 投資の状況 
(1)年間の ICT 投資額が売上高に占める比率 

ICT 投資をしている企業は 58.9%であった。年間の ICT 投資額が売上高に占める

比率が 1%以下の企業が 46.4%、1%超の企業が 12.5%であった。 

図表２-４-２２ 年間の ICT 投資額が売上高に占める比率（n=2,990） 
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(2)ICT 投資額の増減状況 

3 年前と比べた直近の決算期、直近の決算期と比べた将来（3 年後）の見通しとし

て、設備投資額及び ICT 投資額の増減状況をきいたところ、直近に「増加」と回答

した企業は、設備投資が 24.7%であるのに対し、ICT 投資額は 21.6%であった。将来

について「増加」と回答した企業は、設備投資が 27.8%であるのに対し、ICT 投資額

では 29.9%に高まっている。 

図表２-４-２３ 設備投資額、ICT 投資額の増減状況 
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(3)ICT 投資額を増やしている目的 

ICT 投資額を増やしている目的では、「ICT による業務効率化､ｺｽﾄ削減」が も高

く 64.7%であり、次いで「ICT による社員の生産性向上､労働時間削減」が 47.6%で

あった。 

図表２-４-２４ ICT 投資額を増やしている目的（複数回答）（n=340） 

 
4.11 ICT 利活用専任担当者 

ICT 利活用を専任で担当する者がいる企業は 13.7%であった。 

図表２-４-２５ ICT 利活用専任担当者の有無（n=2,890） 
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4.12 ICT を利活用する上での課題 

ICT を利活用する上での課題では、「ICT 関連のコストの負担」が 35.1%で も多

かった。次いで、「社員の ICT 活用能力が不足」（27.6%）、「ICT 導入の費用対効

果の算定が難しい」（25.7%）であった。 

図表２-４-２６ ICT を利活用する上での課題（複数回答）（n=2,838） 
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５. ICT の導入状況と企業業績 
5.1 ICT 導入スコア 

ICT の利活用の状況について総合的な評価を行うため、合計 38 点となるスコア化

（ICT 導入スコア）を行った。 

ICT 端末の導入状況は、全社的に導入を 2 点、一部部門で導入を 1 点とした。 

「ホームページの開設、情報発信」は、ホームページを開設し開設目的が 3 項目

以上を 2 点、ホームページを開設し開設目的が 2 項目以下を 1 点とした。「ソーシャ

ルメディアの活用」は、ソーシャルメディアを活用し活用目的が 3 項目以上を 2 点、

ソーシャルメディアを活用し活用目的が 2 項目以下を 1 点とした。「インターネット

取引の実施」は、インターネット取引を実施し、売上比率が 5%以上を 2 点とし、イ

ンターネット取引を実施し、売上比率が 5%未満を 1 点とした。ホームページ、ソー

シャルメディア、インターネット取引の実施により、「商圏の拡大」、「顧客数の増

加」、「リピート率の向上」のそれぞれについて、「効果があった」又は「やや効果

があった」場合には各 1 点とした。 

クラウド等の活用は、それぞれ活用して効果があったを 2 点、活用しているが効果

がなかったを 1 点とした。 

情報システムの導入は、10 の業務領域で情報システムを導入している場合、それ

ぞれ 1 点とした4。 

経営課題解決のための ICT 利活用状況は、営業力、商品力、生産性、経営改革、

人材力のそれぞれの経営課題において ICT を利活用している場合 1 点とした。 

 
従業員数300人以下の企業の ICT導入スコアの平均値は三大都市圏が9.7点であっ

たのに対し、地方圏では 8.9 点であり、三大都市圏の方が高かった。 
  

                                                 
4 10 の業務領域全てを有しない企業も存在する。そのため、情報システムの導入に係るスコア

については、当該企業が有する業務領域数に応じて 大 10 点となるよう調整を行っているため、

当該スコアは必ずしも整数値とならない。 
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図表２-５-１ ICT 導入スコア 
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2)顧客情報や利用履歴等の解析（ 大 2 点） 
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5.2 ICT 導入スコアと企業業績 

ICT 導入スコアに基づき従業員数 300 人以下の企業を 4 分割して、企業業績に違い

があるかどうかについてみてみた。 
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6.3 AI の普及に対して必要な対応・準備 

AI の普及に対して、自社に必要な対応・準備としては「AI に関する情報収集」が

28.6%で も多く、次いで「AI 活用スキルをもつ人材の雇用」（24.4%）、「AI 活

用スキルを持つ人材の育成」（22.7%）であった。また、「対応・準備の必要を感じ

ない」という企業が 42.8%であった。 

図表２-６-５ AI の普及に対して必要な対応・準備（複数回答）（n=2,834） 
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図表２-７-１ 人材の需給状況（n=3,159） 
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人材の需給状況に関して、人材が不足していると捉えている企業は、6 割弱にのぼ

り、地域による差はそれほど大きくない。 

図表２-７-２ 人材の需給状況（地域別） 
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(2)テレワークを利用している従業員の割合 

テレワークを導入している企業において、テレワークを利用している従業員が従業

員全体に占める割合についてきいたところ、「100％」である企業が 14.8%、50%～

100%未満」である企業が 8.3%であった。「10%未満」の企業が 50.9%と約半数を占

めている。 

図表２-７-１０ テレワークを利用している従業員の割合(n=108) 
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図表２-７-１１ テレワークを利用している従業員の割合(従業員規模別) 

 
 

5%未満

36.1%

5～10%未満
14.8%

10～20%未満
12.0%

20～30%未満
8.3%

30～50%未満
5.6%

50～70%未満
4.6%

70～100%未満
3.7%

100%
14.8%

32.4%

42.5%

38.2%

45.0%

7.4%

10.0%

22.1%

2.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

300人以下(n=68)

301人以上(n=40)

5%未満 5%～50%未満 50%～100%未満 100%



 58

(3)在宅型・施設利用型テレワークの対象者 

在宅型・施設利用型テレワークを導入している企業では、在宅型・施設利用型テレ

ワークを「全員が利用可能」が 28.4%、「職種」により限定している企業が 35.8%、

「テレワークが必要な理由」により限定している企業が 25.4%を占めている。 

図表２-７-１２ 在宅型・施設利用型テレワークの対象者の限定状況（複数回答）(n=67) 
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在宅型・施設利用型テレワークを導入している企業において、在宅型・施設利用型
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員クラス」が 46.9%であった。 

図表２-７-１３ 在宅型・施設利用型テレワークの対象者の職位（複数回答）(n=64) 
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(5)テレワークを導入した職種、導入可能な職種 

テレワークを既に導入している職種、導入が可能と考える職種としては「経理・会

計」が 21.4%、「営業」が 21.2%と多くなっている。一方、テレワークを導入可能な

職種が「特になし」とする企業が 44.7%、存在する。 

図表２-７-１４ テレワークを導入・導入可能な職種（複数回答）(n=2,808) 
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(6)テレワーク導入の目的 

テレワークを既に導入している企業には導入の目的、導入していない場合には導入

する場合に考えられる目的について聞いたところ「人材の採用・確保、流出の防止」

（29.7%）、「社内事務の迅速化」（29.2%）、「社員のワークライフバランスの実

現」（27.2%）、「社員の通勤・移動時間の短縮」（26.4%）が多くなっている。 

図表２-７-１５ テレワーク導入の目的（複数回答）(n=2,117) 
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(7)テレワーク導入の課題 

テレワークを既に導入している企業には導入にあたって課題となったこと、導入し

ていない企業には仮に導入するとした場合に課題になると考えられることについて

聞いたところ、「情報セキュリティの確保」（43.7%）、「適正な労務管理」（37.4%）、

「対象業務が絞られる」（29.7%）、「導入による効果の把握」（29.2%）、「テレ

ワークに対応した社内制度作り」（27.8%）が多くなっている。 

図表２-７-１６ テレワーク導入の課題（複数回答）(n=2,308) 
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図表２-７-１８ テレワークの導入、導入可能性 
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第３章 ICT の利活用が社会的課題解決に及ぼす影響に関する事例調査 

 
１. ICT 利活用の進展が地方創生につながっている事例 

ICT 利活用の進展が地方創生につながっている事例について収集した。 

図表３-１-１ ICT 利活用の進展が地方創生につながっている事例の概要 

業種 企業・団体名 ICT 利活用の概要 

製造業 Ａ社 

販売データを分析し全製品の必要在庫数を算出して生産、

在庫が常に予定数量内になるようにした。半製品が製造工

程内のどこにあるかをリアルタイム、ビジュアルに確認可

能とし、納期の問合せにも即座に回答できるようにした。

建設業 Ｂ社 

建設現場でのドローンの活用など、IT を積極的に活用。IT
活用前と比べ、売上高、利益が向上。認知度が高まり、新

卒応募者も増えている。 

飲食業 
有限会社 HAPPY 
ISLAND 

ステーキ＆ハンバーグの店を運営する同社は、POS レジ情

報とポイントカードによる顧客情報を連携させて、データ

に基づき DM の発送先を選定。SNS では、メニューの案

内、店舗の紹介などを投稿。 

小売業 Ｃ社 

卸売から撤退し、ネット販売に特化。価格競争に陥らない

ようオリジナル商品を用意。SNS によるコミュニケーショ

ンを通じて取引先との連携力が高まり、良い商品づくりに

もつなげている。 

小売業 Ｄ社 

全国から厳選した工場と提携し、インターネットを通じて

消費者に直接販売。海外展開も行い、多くの国からの注文

を得ている。 

製造業（食品） Ｅ社 

10 年前より工場合理化を推進。営業面では CTI を導入し

購買履歴等を確認しながら顧客対応・販売分析を実施。

ホームページによる製品の魅力発信や、SNS を活用した顧

客開拓を展開することで売上が増加。 

製造業 Ｆ社 

3D プリンターを活用し、従来の 1/10 の短納期での生産を

実現。さらに 3D CAD/CAM、NC 工作機等の ICT をフル

活用することで、大量生産を可能にした。 

農業 Ｇ社 

農業工程支援システムを独自に開発。作物の生育段階に合

わせた作業内容で管理し、作物・圃場ごとに計画と実行状

況に関する情報を記録。 

農 業 / 製 造 業

（食品） 
Ｈ社 

ぶどう農園にセンサーネットワークを設置。日照、気温、

湿度、土中水分などの測定データを収集し、3G 回線を経

由してプライベートクラウドに蓄積。 

農業 Ｉ社 
ICT を活用した精密農業に取り組む。農薬使用量の削減、

面積当たりの収穫量の向上を実現。 

製造業（建築部

材） 
Ｊ社 

全国各地の同業者、仕入先とのネットワークを形成。プラ

イベートクラウドを構築、同業者、仕入先、顧客に提供。

製造業 Ｋ自治体 

IoT の技術を利用して町工場のネットワークを集積し、生

産設備をつなぐ構想を推進。中小企業をつなぎ、システム

保守や各社との連携を行い、工場をひとつの仮想工場のよ

うな形で管理、製品の納品まで一貫した工程管理を行う。 
ソフトウェア Ｌ社 不動産業に特化したソフトを開発・販売。ソフトを通じて
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業種 企業・団体名 ICT 利活用の概要 
業 リアルタイムに情報が蓄積される仕組みを構築。 

林業 Ｍ社 

木炭の製造販売会社で、商品として納入した木炭の取替え

サービス等を実施。どの山から切り出した木材で製造した

木炭であるかを示すトレーサビリティを確立。 

情報サービス

業 
Ｎ社 

行政の支援を受け地方都市にクラウドセンターを開設。県

内の有力な人材の採用につなげる。 

ソフトウェア

業 
Ｏ社 

地方にアプリケーション開発拠点を開設。関東や関西から

U・I ターンを希望する IT エンジニアを中心に採用。 

ソフトウェア

業 
Ｐ社 

牧場向けのクラウドを利用したシステムを提供。センシン

グ技術の開発や人工知能の活用に取り組んでいる。例え

ば、AI を活用して 適な飼養管理を行うシステムを開発。

農業 個人 

元制御システム開発者の農家が Google の TensorFlow を

使って学習させた AI を駆使することで、収穫されたキュ

ウリを自動で選別して等級ごとに仕分けする装置を開発。

オフィス用品

等配送 
Ｑ社 

AI を活用したチャットボットを顧客対応に活用。定型的な

問合せを中心に、問合せの多くをチャットボットで対応。

 
２. テレワーク導入先進企業の事例 

テレワーク導入先進企業の事例について収集した。 

図表３-２-１ テレワーク導入先進企業の事例の概要 

業種 企業・団体名 ICT 利活用の概要 
パーソナルケ

ア・ヘアケア用

品等製造・販売 

Ｒ社 

上司への申請により理由を問わず、会社以外の場所で勤務

可能。原則として全社員が対象となり、期間や日数の制限

はない。 

情報サービス

業 
Ｓ社 

震災をきっかけに事業継続性の確保が課題として浮上し、

在宅勤務制度を全社員に拡大。リモートアクセスツールを

活用することで、会社の自席のパソコンと自宅のパソコン

とを接続し、幅広い業務に対応可能。 

ソフトウェア

業 
Ｔ社 

業務の時間、場所の自由度が高い働き方を実現。自社クラ

ウドサービスを利用することで、移動中のモバイルワーク

も行える。地方にサテライトオフィスを開設。 

建設サービス

業 

明豊ファシリティ

ワークス株式会社 

コンストラクションマネジメントに関する全ての業務、個

人のスケジュール管理や経費処理等の一般業務、人事面で

の教育・評価をシステム化。外勤型の社員は、フリーアド

レスで勤務しており、その延長線上で客先や現場など場所

にとらわれない働き方ができる。 

試作品製造販

売 
Ｕ社 

設計・製造プロセスの徹底したデジタル化と情報共有に

よって、短納期・低コストを実現。営業から製造までのあ

らゆるデータが DB で管理され、リアルタイムに進捗を確

認できる。 

情報サービス

業 
Ｖ社 

オンライン会議の拠点拡大、在宅やモバイル環境からの会

議参加、サテライトオフィス開設と拡張を継続。会議の約

9 割がオンライン会議を使用し、セミナーやイベントはほ

ぼ 100%の運用を行っている。 

オフィス機器 Ｗ社 営業部門の社員が取引先に直行直帰できる制度を導入。サ
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業種 企業・団体名 ICT 利活用の概要 
販売 テライトオフィスを顧客の多い地域に設置。会議資料など

の電子化、テレビ会議システム等も導入。本社に立ち寄ら

ないことで、顧客と接する時間が増加。 

お試しｻﾃﾗｲﾄｵ

ﾌｨｽ 
Ｘ自治体 

外国の IT 企業の日本への進出拠点を整備し、企業誘致。

優秀な人材の確保や雇用の創出などをめざす構想を推進。

大学もあり、言語・生活的なバックアップも見込めること

から構想。 

地方自治体 豊島区役所 

2015 年 5 月の新庁舎への移転を機に、業務効率化と区民

サービス向上を目的として、ICT を活用した働き方改革に

着手。庁内無線 LAN 整備、タブレット配布、ユニファイ

ド・コミュニケーション・システムの導入等が進められた

地方自治体等 Ｙ自治体ほか 

空き学校を利用して、大人のための小学校を開校。講演型

から体験型まで個性的な授業を行う。サテライトオフィス

も設置し、IT 企業など 3 社の企業誘致に成功。 

サービス業 Ｚ社 

多様性のあるスタッフが働き続けて行く為に、自宅やコ

ワーキングスペースを活用したテレワークを実施。いつで

も会社と同じ業務ができるよう IT 環境の整備や家事代行

サービスを取り入れるなどの工夫を行っている。 

ソフトウェア

業 
ａ社 

地方在住の社員が入社し、自社開発のバーチャルオフィス

ツールの運用を開始。当ツールおよび各種 IT ツールを組

みあわせることで、オフィスワークと同等の環境を作り出

すことに成功。 

ソフトウェア

業 
ｂ社 

本社が東京で大阪等のオフィスでもテレワークで従事。そ

のため、自社製品の時間管理ツールを導入。ボタンひとつ

で時間を記録でき、作業負担が少なく管理コストを下げる

ことができる。 

情報サービス

業 
ｃ社 

首都圏の慢性的なエンジニア不足の解消、地方での雇用創

出に貢献するため UX デザイン＆インテグレーション事

業、地域イノベーション支援事業、感情解析研究開発を展

開。 
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３. ICT を利用して個人が企業に属さずに働く働き方の広がりの事例 

クラウドソーシング等、ICT を利用して個人が企業に属さずに働く働き方の広がりを

示す事例を収集した。その際、特に地方でクラウドソーシング等の働き方が広がってい

る事例や育児や介護等を理由として働いていなかった女性等が収入を得るようになっ

ている事例等に注目した。 

図表３-３-１ ICTを利用して個人が企業に属さずに働く働き方の広がりの事例の概要 

業種 企業・団体名 ICT 利活用の概要 

ソフトウェア

業 
ｄ団体 

子育てママの目線を生かしたリサーチ、企画、デザイン、

運用等の全てを ワンストップで対応できるママだけのグ

ロースハッカー。 

教育 ｅ社 

地方のデジタルコンテンツ系専門スクールの卒業生でフ

リーランスを中心に組織化。企画・営業・取材、制作をメ

ンバーで行い、地域密着型のフリーペーパーを制作。 

情報サービス

業 
ｆ社 

Web 制作やシステム、アプリ開発といったソフトウェア開

発、マーケティングを手掛けている。Web デザイナー基礎

講座など女性の起業や就業を「知る・学ぶ・作る」で応援

する自治体の取組にも協力。 

教育 ｇ社 

主婦・ママ限定の Web デザインコースをリニューアルし、

女性のキャリアに直結したカリキュラム設計や、ベビー

シッター完備・お仕事紹介といったサポート体制を充実さ

せた。 

教育 ｈ社 

デジタルコンテンツ系専門スクールの女性向けコンテン

ツ制作講座の出身者を、女性就職支援に特化した派遣会社

が採用意欲のある企業に紹介。受講者は企業向けに作品を

発表し、企業は人材をスカウトできる。 

情報サービス

業 
ｉ社 

地方でのクラウドソーシングの活用支援のプログラムと

して、認定アドバイザー制度を立ち上げ、認定団体と連携

してクラウドワーキング・クラウドソーシングの普及促進

活動を開始。 

行政 ｊ自治体 

ICT の活用による市内中小企業の業務発注改革を後押し

し、新たな就業機会を創出することで市民所得の向上を目

指すクラウドソーシング導入支援事業を展開。 

行政 ｋ自治体 

テレワークによる在宅就労促進事業を実施。支援対象を

パート・アルバイトや個人請負等にも拡大するとともに、

テレワークの受注量の安定的確保のため、発注奨励金を設

ける。 

ふるさとテレ

ワーク 

日本テレワーク協

会、糸島市 

糸島市にサテライトオフィスを設置。サテライトオフィス

でクラウドソーシング事業の本社業務を行うと共に、市民

に対してのクラウドソーシングを利用した都市部の仕事

をテレワークで受注することを促進する。 

ふるさとテレ

ワーク 
ｌ社 

商店街の空き店舗に都市部企業が利用可能なテレワーク

センター兼コワーキングスペース及びバーチャルオフィ

ス機能を整備。 

ソフトウェア

業 
ｍ社 

新たな解析拠点を地方に設置。フルタイムの勤務が難しい

子育て中の女性等が、自宅やテレワークセンターなどで勤
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業種 企業・団体名 ICT 利活用の概要 
務。一定時間以上の従事が条件で、それぞれの時間や業務

レベルに合わせて仕事を受けることができる。 

ソフトウェア

業 

株式会社ユーシス

テム 

システム開発を手掛けている同社の社長が起業前、在宅勤

務を経験。創業時から在宅勤務を取り入れるとともに、出

産・育児を機に離職せざるを得なかった有能な女性を積極

的に採用。 

建設業 ｎ社 

各種設備工事を手掛ける同社は、女性の採用と働きやすい

職場環境の整備。CAD、積算、営業、現場管理等に女性を

配属。工事進捗システムなど社内情報一元化を進め、業務

効率化と社員の意識改革を実現。 

一般社団法人 ｏ社団 

社員全員がママである本団体は、解決策のひとつとしてテ

レワークという働き方に着目。テレワークの導入で、ママ

ならではの WLB に合わせた業務継続を実現した。 

情報サービス

業 
ｐ社 

女性プログラマーの就業継続を可能とするため、完全在宅

勤務を導入。会社と同等の業務環境を構築。公正な評価や

処遇を実現。 
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４. Wi-Fi 整備や ICT を活用した情報発信によって交流人口の増加に成功している事例 

Wi-Fi 整備や ICT を活用した情報発信によって交流人口の増加に成功している事例

について、収集した。 

図表３-４-１ Wi-Fi 整備や ICT を活用した情報発信によって交流人口の増加に 

成功している事例の概要 

ポイント 企業・団体名 ICT 利活用の概要 

SNS アカウント

での認証 
函館市 

「HAKODATE FREE Wi-Fi」は市内の観光地で整備されている

公衆無線 LAN サービスで、SNS アカウントを利用した認証によ

り利用可能になる。認証に成功すると函館市公式観光情報サイト

「はこぶら」へリダイレクトする。「はこぶら」では 11 言語に

対応した観光案内等の情報を提供している。 

広域での Wi-Fi
整備 

新潟県を含む東北地

方の 7 県 

「TOHOKU JAPAN Free Wi-Fi」は、観光地やコンビニなど約

1 万 5,000 カ所を対象とした広域の公衆無線 LAN サービス。利

用するためには 13 言語対応の専用アプリのダウンロードが必要

だが、 初に認証すると、次回以降はアプリを起動するだけでイ

ンターネットに接続できる。専用アプリでは東北地域の観光情報

を掲載しており、観光客の回遊促進効果が期待される。 

広域での Wi-Fi
整備 

関西広域連合（大阪、

京都、兵庫、滋賀、

和歌山、奈良、徳島、

鳥取） 

「KANSAI Free Wi-Fi」は専用の認証アプリを利用することに

より、Osaka Free Wi-Fi、KYOTO Wi-Fi、KOBE Free Wi-Fi
等、以前は別々に認証が必要だったアクセスポイント約 10,000
箇所を１度の認証で利用が可能となる。専用アプリでの観光情報

提供も行っており、関西圏全体の観光客の利便性向上を目的とす

る。 
地域観光のワ

ンストップ予

約 プ ラ ッ ト

フォーム 

ｑ社団 

旅行サイトを開設。利用者数の多くが外国人旅行者。本シ

ステムがあることによって、インバウンドの予約が着実に

増えている。 

旅 行 者 向 け

コ ー ル セ ン

ター、観光アプ

リ、Wi-Fi 整備 

ｒ自治体ほか 

365 日 24 時間、12 言語に対応するコールセンターを設置。

日英中韓タイ語に対応した無料観光アプリも提供、コール

センターへの通話も可能。 

スマホゲーム

との連携によ

る観光振興 

ｓ自治体 

ゲーム会社と連携協定を締結。スマホゲームを活用した共

同キャンペーンを実施し誘客に成功。首都圏を中心とした

20 代、30 代のゲームユーザに向けた発信ができた。 

Wi-Fi 整備 成田市 

2014 年に公衆無線 LAN サービスを開始。観光協会の Web
サイト「FEEL 成田」とのプッシュ通知による連携機能を

備えている。「FEEL 成田」のアクセス数は年間 240 万以

上あり、多言語対応の効果で、海外からのアクセス数も増

加、海外旅行者入れ込みにも貢献していると評価されてい

る。 

Wi-Fi 整備 ｔ自治体 

Wi-Fi の利便性を上げ、利用者数を増やすために、他の 
Wi-Fi との認証連携や海外提携市との Wi-Fi ローミング、

自動販売機への Wi-Fi 設置などを実施。 

Wi-Fi 整備 

大分県大分市／別

府市／由布市／福

岡市 

増加する訪日外国人客や市民の利便性の向上はもとより、

共同調達・整備による導入・ランニングコストの縮減や各

自治体にある観光施設の回遊性向上を図るため、複数自治

体が連携して、公衆無線 LAN 設備を導入した。 

Wi-Fi 整備 ｕ自治体 自治体が独自に Wi-Fi スポットを整備するほか、民間から
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ポイント 企業・団体名 ICT 利活用の概要 
募集・選定した協力事業者を各団体・店舗に橋渡しをする

民間活力を活かした整備も実施。 

商店街による

Wi-Fi 等のイ

ンフラ整備 

ｖ商店街 

将来的に国外来訪者の消費が重要となると考え、外国語版

HP を開設。商店街で無料 Wi-Fi を開放。接客がスムーズ

になる同時通訳アプリも導入。 

観光アプリ ｗ自治体 

公式観光アプリでは多数の動画や画像で楽しむことがで

きる。英語、中国語（簡体字・繁体字）、韓国語、タイ語

に対応。 

観光アプリ、

クールジャパ

ン 

ｘ観光協会 

アニメのシーンに対応する地点を示すマップを、日本語、

英語で提供。地図アプリでも同内容を提供。また、スマー

トデバイスを使って GPS、AR を活用したスタンプラリー

を実施。 

観光アプリ ｙ自治体 

周辺自治体との共同開発により観光アプリを公開。外国人

観光客の利用のため、英語、韓国語、中国語にも対応し、

観光スポット等の検索のほか、ナビゲーション機能により

おすすめルートを楽しめる。 

来訪者向けに

付加価値を与

えるアプリ提

供 

ｚ社 

ユーザー満足度の向上、現地業務改善・効率化、ブランド

価値の向上等を目指し、公式アプリを提供。周辺の観光情

報提供、駐車場の空車情報のリアルタイム配信等を行って

いる。 

リアルタイム

の混雑状況等

を提供するシ

ステム 

ア社 

電鉄会社である同社は、乗車券に食事券がついた特別切符

を販売。食事券で利用できる飲食店が特に混雑するため、

Web と駅の大型液晶モニターで店の混雑状況がわかるシ

ステムを提供。 

SNS 投稿分析 イ協議会 

県内の無料公衆無線 LAN の利便性向上を目指す同協議会

は、外国人観光客の観光実態を分析。ツイッターなど SNS
での書き込みも分析。 

行動履歴分析 丸森町 

「まるもり移住・定住サポートセンター」を開設。観光客

や移住・定住を希望する方のデータ管理と、IoT を活用し、

観光客へ貸与するタブレット端末の GPS 機能から行動履

歴を収集・蓄積し、そのデータを分析することで人気ス

ポットを発掘する事業を開始。 

翻訳ソフト ウ共同組合 

タクシー会社の共同組合である同組合は、訪日外国人向け

に定額タクシーを提供。言葉の壁によるコミュニケーショ

ンの問題があり、多言語音声翻訳システムを活用した社会

実証を実施。 

オリジナルア

ニメ配信 
エ自治体 

都市ブランドの確立をめざし、ブランドイメージとロゴ

マークを製作、官民一体で魅力発信に活用。Web サイトで

は、当地を舞台とするオリジナルのアニメーションを公

開、世界に発信。 

Web サイトと

SNS とを組み

合わせた情報

発信、言語別に

内容等をアレ

ンジ 

高知県、高知県観

光コンベンション

協会 

外国人向け観光情報サイト「Visit Kochi Japan」を開設。

5 言語（英語、中国語（簡体字、繁体字）、韓国語、タイ

語）で発信。それぞれの言語圏の趣味・嗜好にあわせて内

容をアレンジするなど、外国人目線にたったサイト構成と

なるよう工夫をしている。旬の情報やタイムリーな話題は

SNS を活用して情報発信。 

ICT を活用し

た地産地消 
さいさいきて屋 

さいさいきて屋は、JA おちいまばりが運営する直売所。

オープン当時、ファクシミリが主だった農家との情報のや
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ポイント 企業・団体名 ICT 利活用の概要 
り取りについて、POS 更新にあわせて、携帯電話に電子

メールで売上を配信するシステムを独自開発した。また、

地域への貢献活動の一環として、タブレットを利用した

ネットスーパー事業を開始。 

リゾートウェ

ディングのブ

ランド化 
オ自治体ほか 

県外や海外の新郎新婦が同県ならではのロケーションで

ウェディングを挙げるリゾートウェディングのブランド

化を図っている。 
海外 OTA をプ

ロモーション

ツールとして

活用 

カ社 

里山を自転車で巡るガイドつきサイクリングをプロ

デュース。世界 大の口コミサイトで 5 つ星の評価を得て

おり、参加者の多くが外国人旅行客。 

ICT を活用し

た外国人対応 
キ社 

同社が手掛けるユースホステルは宿泊者の 8割以上が外国

人旅行者。100 台同時にアクセスできる Wi-Fi 機器の整備

とともに、宿泊者への情報提供のためデジタル写真を簡単

に整理、閲覧できるデジタルフォトアルバムを設置。 

U ターン ク社 

プロモーション企画やデザイン制作を行う同社は、地方応

援クラウドファンディグや、地方エリアでの就職サイト、

地方スタートアップシェオフィスなどの事業を展開。 

 
  



 75

５. 事例詳細調査 

これまでにあげた事例候補を絞り込み、ヒアリングを含む詳細調査を実施した。 
 
(1) データ分析に基づくマーケティングで売上アップ：有限会社 HAPPY ISLAND 

群馬県高崎市の HAPPY ISLAND（ハッピー アイランド）は、顧客満足を第一に

「来た時よりも幸せに」をモットーとしたステーキレストランを運営する会社である。

上州牛の提供や手作りドレッシングなどでチェーン店との差異化をはかり、現在では

県内に（グループ会社とあわせて）4 店舗を構えている。（注：HappyBurg 高崎倉

賀野店は今後の展開を考え、新規会社の株式会社 HAPPY PROJECT にて運営して

いる） 

2009年にPOSレジ更新にあわせてレジデータに連動するポイントカードを導入し、

来店者にアンケートとポイントカード加入を呼びかけ、DM を送る際の基礎データと

なる氏名、住所等を記入してもらった。精算時にポイントカードをレジに通すだけで、

顧客ごとの利用データが収集できるようになった。リピータ獲得、来店頻度を増やす

ことを目的に、収集した来店履歴等のデータを顧客 DB に蓄積、分析ソフトも購入し

て、自分たちで分析ができるようにした。例えば、RFM 分析5をすることで、DM の

送付先を絞り込み、経費を抑えながらヒット率を向上させている。また、来店者の居

住地域がわかるため、チラシの配布エリアを絞るなど効率的な販売促進に役立ててい

る。商品開発には商品別に売り上げた数量と金額をもとにした ABC 分析6が有効で、

売れ筋商品を把握することでメニューの更新や、利益のとれる新商品の開発に役立て

ている。思ってもいなかった商品の売上が高いことに気付くなど、感覚でなくデータ

に基づいて考えた取組が心がけられている。その取組の結果がさらにデータで目に見

えるかたちでわかるため、次の展開がすぐに行える。また、従業員への取組の徹底や

意識共有も容易に行えるようになった。 

こうした取組が実を結び業績が順調に伸びたことから多店舗展開にのりだした直

後に、東日本大震災や、食中毒事件での牛肉ばなれなどの影響を受けて急激に売上が

落ち込んだ。そのため、新規顧客獲得のためのチラシやミニコミ誌等での広告コスト

を削減せざるを得なかった。そこで、取り組み始めたのがインターネットの活用だっ

た。ブログで商品に対するこだわりやイベント、駐車場など問い合わせの多い内容な

どを情報発信するとともに、SNS ではチェックインでソフトドリンクをサービスす

                                                 
5 終購買日（Recency）、購買頻度（Frequency）、累計購買金額（Monetary）の 3 つの指

標を使って、顧客を分類、優良顧客の選別（ランク付け）を行う顧客分析手法。 
6 売上から商品を A ランク、B ランク、C ランクに分類し、売れ筋商品や死に筋商品を把握す

ることで、品ぞろえや在庫量調整等にいかす。 
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(2)競争優位性確保のためのデータ利活用：明豊ファシリティワークス株式会社 

明豊ファシリティワークス株式会社 は、建設プロジェクトに関して発注者側に支

援業務を提供するコンストラクションマネジメントサービス（CM）を行っている会

社である。20 年以上前から、ICT を活用した生産性向上と社外顧客の満足度向上の

双方を目的とした取組を行ってきた。そのための専門組織として、データ活用推進室

も立ち上げた。先頭に立って取組を進めた同社の坂田会長は「ICT 投資については、

10 年先を見据えた競争優位確保のための先行投資と位置付けている。目先の費用対

効果だけで判断はしていない」と語る。 

同社がまず手掛けたのが、業務のデジタル化（デジタルな働き方）と、それを支え

る制度設計、システム化、丁寧な運用だ。CM サービスに関わる業務だけでなく、個

人スケジュール管理、経費処理など一般事務、人事評価、教育など会社のすべての業

務を対象とした。 

全面デジタル化の効用とは何か。それは、あらゆるデータが入手可能となることだ。

例えば、「明豊マンアワーシステム」上で、提案書作成、顧客との打合せ、社内会議、

現場管理等の活動毎に要した時間が記録される。そのデータを分析すれば、新規案件

の見積書作成や人件費の予算・実行管理といった収益管理の高度化のほか、社員別の

適性に配慮したキャリアプラン作成に役立てることができる。 

デジタル化のもう一つのメリットが、どこでも仕事ができるようになったことだ。

プロジェクトマネージャーや営業担当者は、客先や施工現場に出向く機会も多く、場

所が限定されずに仕事をすることで労働生産性が向上するようになった。もちろん、

テレワークも可能になった。そのための制度として、在宅勤務ポリシーやペーパーレ

ス化といった制度が整えられた。テレワーク導入は会議時間短縮、男女にかかわらず

優秀な社員の継続雇用にも好影響を及ぼしている。 

社外の顧客からサービスフィーを支払ってもらうには、それに見合った価値のある

サービスを提供していると顧客に認めてもらわなければならない。業務のデジタル化

を通じて得られたデータを示し、業務プロセスを可視化することは、顧客の納得感と

信頼関係の醸成に大いに貢献するとともに、会社の競争優位性にもつながっている。 
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図表３-５-２ テレワークを支える「経営の見える化」とマンアワーシステム 

 
資料：明豊ファシリティワークス株式会社提供 

 
 
(3)地方自治体による ICT を活用した働き方改革：豊島区役所 

豊島区役所では 2015 年 5 月の新庁舎への移転を機に、業務効率化と区民サービス

向上を目的として、ICT を活用した働き方改革に着手した。特別な機器を一足飛びで

導入するのではなく、計画的に行政事務の電子化をすすめることで、できるだけ多く

の成果を得ようというのが基本姿勢だ。 

新庁舎では、庁内無線 LAN 整備、タブレット配布、ユニファイド・コミュニケー

ション・システム（IP 電話他の機能）の導入等が進められた。これらの取組の効果

は小さくはない。無線 LAN によって庁内のどこででも仕事ができるようになった。

特にタブレットを配布された管理職職員は、出張先でも文書の電子決裁を行ったり区

議会出席中に資料を検索したりすることが可能だ。IP 電話への移行により、職員全

員に電話を割り当てることができ、一度に多くの電話対応が出来るようになった。 

ユニファイド・コミュニケーション・システムでは、電話や電子メールに加えて、

インスタント・メッセージやウェブ会議をはじめとした多様な機能が装備されている。

複数ユーザー間で会議中に共同して議事録作成することも可能となり、作業効率化に

つながっている。 
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積立休暇といった就業制度を次々に整えていった。在宅勤務が可能な環境は整ってい

たので、傷病や家の都合などの場合には臨機応変に在宅勤務をすることが認められる

ようになった。 

 第三に、組織改善を実施した。日本生産性本部のマネジメント強化プログラムの

紹介を受け、「実効力ある経営」の評価制度を導入した。10 のアクションプランご

とに従業員のリーダーをおいて、Web からの集客強化や、顧客対応のスピード化で

受注効率を上げるといった課題解決に取り組んだ。 

成果は、様々な形で現れた。女性にとり、働きやすい環境を整えることで、結婚や

出産を理由とした退職を減らせただけでなく、残業時間を大幅に削減することができ

た。「女性が輝く先進企業表彰」内閣府特命担当大臣賞も受賞した。受賞を機にメディ

アへの露出も増え、昨年の採用面接での応募者数は 100 人を超えた。 

ICT を利活用した業務改革の好影響は、雇用の面だけでなく業績にも及んでいる。

一連の改革の中での取組をサービス商品化することにも成功し、大企業からも引き合

いがくるようになった。社内改善を端緒とした取組は、同社のビジネスモデルをシス

テム受託開発という労働集約型から、クラウドを活用した高付加価値型への転換を促

そうとしている。佐伯社長は「今後は ICT を使いこなした会社が伸びていく。ICT

による業務改革でクライアントの成長をサポートしていきたい」としている。 

図表３-５-４ 勤務状況をはじめ業務に関する様々なデータを表示するダッシュボード 

 
資料：株式会社ユーシステム提供 
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(5)ふるさとテレワーク×クラウドソーシングによる移住定住促進：糸島市 

糸島市（福岡県）は、福岡市の中心部から電車で 30 分ほどに位置し、美しい海岸

線のある自然環境に恵まれた人口約 10 万人の市である。市内に働く場が少ないこと

もあって、若者の市外への流出による人口減が続いていた。そこで、市では働く場を

創出するため、食品関連企業等の誘致や九州大学関連の新産業・起業創出に挑み、成

功体験を積んだ。移住・定住促進の次なる展開として、民間との協働（糸島コンソー

シアム7）で総務省のふるさとテレワーク事業に取り組んだ。 

その第一歩として、東京からの移住、本社機能の移転等を念頭においたテレワーク

センターを、市街地から離れた志摩芥屋地区に置き、実証事業に取り組むこととした。

コンソーシアムに参加しているクラウドソーシング会社の社員が、本社機能の一部を

テレワークで行う。また、テレワーク協会の会員企業に属する社員が各社のテレワー

クシステムで業務を行い、クリエイティブな仕事や付加価値が求められる業務で高評

価を得た。 

次の一歩として、子育て世代家族の移住を念頭におき、駅の徒歩圏に前原テレワー

クセンターを開設した。市街地から離れた志摩芥屋とは対照的な立地条件だ。アン

ケートをとってみると、女性の就業意欲が高いこと、また、仕事をしたい人たちと仲

間づくりをしたいニーズが強いことが分かった。こうした母親がテレワークセンター

に集まって来られるように、家事や農作業等のすきま時間に手掛けられるクラウド

ソーシングに取り組んだ。市の担当者は「一旦協力体制ができあがると、仕事につい

て自分で考え、能動的に取り組める。その結果、ふるさとテレワークが女性の就業の

選択の幅を広げるきっかけとなることが分かった。」とテレワークの効果を語る。 

糸島市は、情報発信にも力を入れている。2013 年度に定住促進 Web サイト「糸島

生活」、2015 年度に子育て世代応援 Web サイト「いとネット」を立ち上げた。続け

て 2016 年に「テレワーク推進事業」を実施し、子育て中の女性のためのテレワーク

技術習得を目的とした連続講座を開催した。2017 年度には「ママライタースタート

アップ事業」を実施予定で、これは市民女性ライターを育成し、将来的には市からの

委託で情報発信を行うなど自立していく事を目指す事業だ。子育て中の母親目線で生

きた情報を発信することを通じ、働く女性の後押しとなることが期待されている。 

なお、同市の取組は、サテライトオフィス整備にとどまらない。2017 年 4 月に入

                                                 
7  総務省「ふるさとテレワーク推進のための地域実証事業」のために設立されたコンソーシア

ムで、糸島市、九州大学、西日本新聞社、ランサーズ、日本テレワーク協会（代表者）がメンバー。

現在は、これら 5 社に加えて、糸島女性支援プロジェクト、スマートデザインアソシエーショ

ンが追加メンバーとなっている。 
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り、IoT 向け製品の開発・生産を行っている会社8の工場誘致に成功した。福岡県の

小川知事は「糸島リサーチパークに民間企業の第一号として新工場を建設され、新た

な雇用が生まれる事を大変うれしく思っています」と述べている。 

図表３-５-５ 前原テレワークセンター（ママトコワーキングスペース）の様子 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：糸島女性支援プロジェクト提供 

 
 
(6)行動履歴データを活用した観光客の行動履歴収集：丸森町 

宮城県の 南端に位置し、福島県に隣接する丸森町は、阿武隈川が流れる人口 1 万

4 千人、世帯数 5 千程度の町である。中山間地域にある自治体の例にもれず、少子高

齢化及び人口減少が課題となっている。こうした現状を打破することを目的に、2016

年 4 月に「まるもり移住・定住サポートセンター（じゅーぴたっ）」9を開設。移住

検討者に対する、移住支援制度や住まい、就業に関する相談対応等、一人ひとりのニー

ズに応じたワンストップサービスを提供している。また、移住希望者向けのイベント

（移住ツアー、移住体験プログラム）の実施や、受け入れ側の地域への支援などの活

動もしている。 

あわせて、「施策を企画、展開していくうえで、データ分析は必要」（同町担当者）

という認識のもと、データの収集にも取り組むこととした。「じゅーぴたっ」では、

来訪した観光客に対し、観光アプリ「JOYin!」を搭載したタブレットを貸し出す。

アプリでは観光地や Wi-Fi スポットなどの情報を提供して町内での回遊を促進する。

加えて、移住希望者の利用を想定して公共機関や学校、空き家情報も提供する。来訪

者の行動履歴をアプリから収集して蓄積する。GPS 機能を利用することで訪問した

                                                 
8  株式会社 Braveridge を指す（https://ssl.braveridge.com/585/）。同社は、LPWA（省電力

で広域をカバーできる新たな無線通信規格）として認められている LoRaWAN に対応した製品

の量産化を目指している。2017 年 4 月 27 日、福岡県より国家戦略総合特別区域法に基づく課

税の特例措置を受ける法人として指定された。 
9丸森町ホームページ ｢まるもり移住・定住サポートセンターの開設について｣ 
http://www.town.marumori.miyagi.jp/kosodate/t10/suport_center.html 
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別にどのよ
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(8) ICT を活用した地産地消で地域活性化：さいさいきて屋（JA おちいまばり） 

さいさいきて屋は、JA おちいまばりが運営する直売所である。高齢化に伴う担い

手の減少や兼業農家・小規模農家の農協離れによる集荷量の落ち込みに対する問題意

識があり、出荷規模の小さな兼業農家や高齢者、女性等の受け皿になるために 2000

年にオープンした。 

オープン当時、ファクシミリが主だった農家との情報のやり取りについて、POS

更新にあわせて、携帯電話に電子メールで売上を配信するシステムを独自開発した。

生産者側で農作物など商品ごとの売上がリアルタイムに把握できる。生産者は午前中

の販売状況をメールで確認し、それを受けて午後からの収穫、出荷量を調整する。商

品に貼付するラベルは、生産者自身がタッチパネル式ディスプレイを操作することで

作成する。バーコード作成情報は出荷履歴として蓄積され、精算時に反映される。

POS システムにより、店舗、生産者、商品などを、日次、月次で売り上げ管理、分

析ができ、生産者に売上実績をメール配信するほか、生産者自身がラベル発行端末の

タッチパネルを利用して、個人の売上実績をみることができる。 

リアルタイムで売上が分かる効果はてきめんだ。JA の担当者も「売れるから面白

く、もっと売れるよう品質や作物種別、時期などを工夫する」と、生産者の農業に対

する姿勢が大きく変わったことを実感したという。当初 90 人ほどだった生産者会員

（農家等の出荷者）は、現在では 1,200 人に拡がり、女性の会員も増えている。さい

さいきて屋の売上は、2 億円ほどから 28 億円にまで拡大し、雇用も 4 人（うち職員

1 人）から 130 人（職員 15 人）に増えた。今では、近隣住民だけでなく、観光バス

で訪れる人も多く、100 万人以上が来店する人気となっている。開発した POS シス

テムは、産直施設運営向けの統合型 POS 販売管理パッケージとして、全農(全国農業

共同組合)がライセンスを譲り受けることで全国の JA 直売所、道の駅への普及も進み、

全国で 200 を超える店舗での導入実績がある。 

地域への貢献活動の一環として、2014 年からタブレットを利用したネットスー

パー事業を始めた。特に高齢化が進んでいる島嶼部を管内に持つことから、買い物難

民対策として実施するもので、さいさいきて屋の商品、日用品約 1,000 品目について

の注文ができる。高齢者でも簡単に利用できるよう、タブレットは専用端末とし、イ

ンターネット接続等の機能はつけず、通信料金も抑えた。利用者ごとに端末が決まっ

ているので、買い物時の認証も不要である。また、タブレット画面に手書き入力した

手紙を、画像データとして前もって登録した相手先に送る機能がある。このほか、高

齢者の見守りの機能をつけている。トップ画面にある花の種に、毎日水をやるという

ゲームのようなもので、買い物も水もやらない日が 2 日続くと、システムが自動検知
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し、スタッフが電話連絡や訪問することで見守りをする。今治市とは見守りのための

協定書を結んでいる。 

近隣に大型店が出店するなど競争が激しくなってきており、JA 担当者は「今後は、

大きな経費も必要としない SNS などインターネットを活用した情報発信に力を入れ

ていく」としている。 

図表３-５-８ ネットスーパーのタブレット画面 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：総務省四国総合通信局ホームページ 
http://www.soumu.go.jp/soutsu/shikoku/ict-jirei/anshin01-saisai.html 
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「ICT へのアクセスの向上」の中でデジタルディバイドの解消が取り上げられており、

「2020 年までに新たに 15 億人のインターネット利用者を生み出すための、マルチス

テークホルダーによる取組を誘発することを目指す」としている。 

世界経済フォーラム（World Economic Forum：WEF）では、経済成長や社会課題

解決への貢献が期待されるインターネットを、現在でも 40 億人以上が利用できない状

況にあるとの問題意識のもと、Internet for All という取組を進めている。アフリカ、

南米、アジアの 3 つの地域での 3 年間のプログラムにより、2019 年末までに少なくと

も 6,000 万人の新規インターネット接続を実現することを目標としている。取組を通じ

て、官民連携を基盤として、拡張性のある、他の地域にも適用可能な、インターネット

への接続を促進するモデルの開発が目指されている11。 

世界銀行（World Bank）では、2016 年 1 月に「デジタル化がもたらす恩恵」（Digital 

Dividends）に関する報告書をとりまとめた。同報告書では、インターネットや携帯電

話などのデジタル技術は急速に普及しているものの、デジタル化による恩恵は期待より

も小さなものとなっていることを指摘している。デジタル技術の恩恵を誰でもどこでも

享受できるようにするためには、インターネットへのアクセスなど未だ残るデジタル

ディバイドを解消するとともに、国が事業環境を整えたり、従業者のスキルを新たな経

済に適合させたりするなどの補完的な取組を行っていく必要があることを指摘してい

る。世界銀行では、同報告書における提言、国連 2030 アジェンダの SDGs の達成を支

援するために、Digital Development Partnership(DDP)を立ち上げた。DDP では、官

民連携によりデジタル開発戦略と計画の明確化と実施に関して開発途上国への支援を

行う。先進国のパートナーと先進的なグローバル IT 企業による支援が行われ、世界銀

行及びその他の開発パートナーからの融資や助成金が提供される。 

 
  

                                                 
11 World Economic Forum ”Future of the Internet”  
http://www3.weforum.org/docs/WEF_GCP_Future_of_the_Internet_pager.pdf 
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３. 我が国における ICT インフラの海外展開 

我が国においても ICT インフラを世界に広げるための取組を行っている。我が国の取組の

特徴は、包摂的で持続可能で強靱な「質の高い成長」の達成に貢献するICTインフラ、すなわ

ち「質の高い ICT インフラ」への投資を推進していることにある。 

 
(1)経協インフラ戦略会議 

我が国企業によるインフラシステムの海外展開や、エネルギー・鉱物資源の海外権

益確保を支援するとともに、我が国の海外経済協力（経協）に関する重要事項を議論

し、戦略的かつ効率的な実施を図るため、経協インフラ戦略会議が 2013 年 3 月から

開催されている。 

2015 年 5 月、安倍総理大臣により「質の高いインフラパートナーシップ」が提唱

された。アジア地域の膨大なインフラ需要に応えるため様々な国や国際機関と協働し

て、5 年間に約 1,100 億ドルの「質の高いインフラ投資」をアジア地域に提供すると

いうものである。「質の高いインフラ投資」とは、一見、値段が高く見えるものの、

使いやすく、長持ちし、そして、環境に優しく災害の備えにもなるため、長期的にみ

ればコストを低く抑えられるというものである。 

2016 年 5 月には、経協インフラ戦略会議において、「質の高いインフラ輸出拡大

イニシアティブ」が安倍総理大臣により発表された。対象地域がアジアから全世界に

拡大され、世界全体のインフラ案件に向け約 2,000 億ドルの資金等を供給するという

ものである。 

 
(2)総務省 ICT 海外展開の方向性 

世界の膨大なインフラ需要を積極的に取り込むことにより、我が国の力強い成長に

つなげていくことは政府全体の目標となっている。総務省では、政府全体で取り組む

インフラ海外展開により一層貢献していくため、通信放送インフラ、郵便ネットワー

ク、防災 ICT、サイバーセキュリティ、無線システム、統計システム等の分野を対象

に、ICT 海外展開を推進しており、2020 年を目標とする約 30 兆円のインフラシステ

ム受注への貢献等を目指している。 

海外展開を図るにあたっては、光海底ケーブル、電波システム、生体認証等におい

て抜きんでた技術力を保有するなどの「技術力の高さ」、日本方式の地上デジタル放

送(以下「地デジ」)等の展開において相手国の人材育成を行うことにより、日本製品

の効果的・効率的な導入を促すといった「人材育成」、インフラ導入に際し、関連す

る ICT とのパッケージ提案を促進するなどの「インフラと ICT アプリケーション・
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４. 我が国の ICT インフラ輸出 

総務省では前述のように ICT 分野の海外展開を重要施策と位置づけ、官民一体となっ

た取組を積極的に実施している。ここではその具体的な取組内容について、日本方式の

地デジの海外展開、JICT による支援、実証事業等を中心とした海外展開の事例を紹介

する。 

 
4.1 地デジを核とした ICT インフラの海外展開 

2006 年にブラジルで日本方式の地デジが海外で初めて採用されて以来、官民連携

による働きかけを進めた結果、日本方式の地デジは 2017 年 3 月現在、19 カ国(日本

含む)で採用されている。 

 
(1)地デジ×道路交通情報配信システム：フィリピン 

フィリピンは 2013 年 11 月に日本方式の地デジを採用した。2016 年 10 月、高市総務大

臣は総務省とフィリピン大統領府広報部との間で ICT 分野における協力に係る覚書に署名

した。覚書では、フィリピン共和国の国営放送における今後のデジタル放送の移行促進や

緊急警報システム(EWBS)の普及のほか、地上デジタル放送を活用した道路交通情報配

信システムの開発に関する協力を推進していくこととされている。フィリピンでは、都市部で

の交通渋滞が年々激化しており、最新の渋滞状況を把握できる ICTシステムの利用に対す

る強いニーズを有している。日本方式の地デジには、情報を広範囲に伝達するデータ放送

機能があり、データ放送を活用した道路交通情報配信システムの開発について、日本・フィ

リピンで協力して行っていくものとしている。 
 

(2)地デジ×広域防災システム：ペルー 

ペルーは 2009 年 4 月に、ブラジルに次ぐ世界で 2 番目の国として日本方式の地デジを

採用した。ペルーでは、日本方式の地デジのメリットの一つである緊急警報放送

（Emergency Warning Broadcast System：EWBS）の機能を備えた広域防災システムを実用

化した。 
ペルーは、我が国と同様、自然災害の多い国であり、近年では 2001 年にはモーメントマ

グニチュード 8.4、2007 年にモーメントマグニチュード 8.0 の地震が発生し、大きな被害が生

じている。日本方式の地デジを採用後、JICA専門家派遣等の支援により総務省とペルー運

輸・通信省との間では放送分野における継続的な協力関係が構築され12、EWBS の機能を

                                                 
12 総務省「ペルー共和国との ICT 分野における共同プロジェクトに関する覚書を締結」（2016 年 11 月 21 日）

http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01tsushin08_02000069.html 
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備えた広域防災システムを実用化した。日本方式の地デジの放送送信設備を防災拠点 7

か所に整備することで、災害に関する情報伝達能力を強化し、人的被害の軽減を図るもの

である。EWBS を備えた広域防災システムの実用化は、日本方式の地デジ採用国のうち、

日本を除きペルーが世界初となっており、日本方式の地デジを採用する近隣諸国への同シ

ステムの展開が期待される13,14。 
 

4.2 JICT を活用した ICT インフラの海外展開支援 

株式会社海外通信・放送・郵便事業支援機構（JICT)は、株式会社海外通信・放送・

郵便事業支援機構法に基づいて、2015 年 11 月 25 日に設立された通信・放送・郵便

分野の官民ファンドであり、我が国の事業者に蓄積された知識、技術及び経験を活用

して海外において通信・放送・郵便事業を行う者等に対し資金供給その他の支援を行

うことを目的としている。 

 
4.3 実証事業等による ICT インフラ等の海外展開事例 

官民協働による日本方式の地デジの海外展開、および JICT を活用した ICT インフ

ラの海外展開支援の取組以外にも、各国における実証事業や、人材育成支援等を通じ

た海外展開が行われている。 
 

(1)ワンセグ放送を利用した防災システム:インドネシア 

インドネシアにおいて、コミュニティワンセグを活用した防災情報提供に関する実

証実験を日立製作所グループが実施し、デジタルディバイド解消に有用であることを

確認した。本成果をもとに、総務省は同国での本格導入・事業化に向けた取組を積極

的に支援している。 
 

(2)準天頂衛星システムを利用した精密農業：オーストラリア 

日立製作所、日立造船、ヤンマーは、オーストラリアで、準天頂衛星システムから

配信される高度測位信号を利用した精密農業に関する取組を行った。従来の GPS 衛

星の測位信号を用いた場合の測位精度は約 10～20cm が限界であったが、準天頂衛星

を利用した新しい測位方式により測位精度が 6cm まで向上したため、自律走行型ト

ラクターによる農作業をはじめとする高効率営農が可能になった。また、2016 年度

                                                 
13 JICA「日本の地デジ技術でペルーの災害リスクを軽減――海外で初、日本の緊急警報放送システムを導入」

（2016 年 1 月 28 日）https://www.jica.go.jp/topics/2015/20160128_01.html 
14 在ペルー日本国大使館「「広域防災システム整備計画」供与式」

http://www.pe.emb-japan.go.jp/jp/Ceremonia_entrega_equipos_EWBS.html 
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には、トラクターやドローンを使った農地・標高データの収集による３次元マップの

生成と、ドローンの自動飛行による作物の植生情報の収集等、営農作業の効率化に向

けて実証実験を実施している15。 

 
(3)モバイルと固定通信サービスにおける高品質なサービス提供：ミャンマー 

MPT(ミャンマー国営郵便・電気通信事業体)は、KDDI と住友商事によって設立された合

弁企業と共同で移動体通信事業を展開している。官民連携による通信インフラの整備や人

材育成支援を通して、KDDI と住友商事は、モバイルと固定通信サービスにおいて世界最

高水準の品質を誇る「日本品質」のサービスを提供する16。2016 年 5 月には MPT の移動電

話の累計加入者数が 2,000 万に達している。 
 

 

  

                                                 
15日立造船、日立製作所、ヤンマー「稲の立毛時期において自律走行型ロボットトラクターを用いた無人作業に成

功 精密農業の実現へ オーストラリアにおける準天頂衛星システムの精密農業への利用可能性調査を受託」

（2015 年 1 月 14 日）http://www.hitachi.co.jp/New/cnews/month/2015/01/0114.html 
16 KDDI、住友商事「ミャンマー連邦共和国における通信事業への参入について」（2014 年 7 月 16 日）

http://news.kddi.com/kddi/corporate/newsrelease/2014/07/16/501.html 
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情報等による販売

、受発注、調達

ン 

 

競争力を高め

２．役立っ

５．競争力

ブレット端末の導

全社的に

1

1

1

1

1

アクセスして行え

のアクセス

覧等 

き込み） 

アクセスして業務

する番号１つに

会社の負担なし

従業員が支払う

1 

1 

管理に利用して

Cカ

ード 
顔認証

1 2

1 2

本社または多く

いますか。開設

 

 

 

売促進 

達等） 

 

3

めることに役立っ

っている

力とは関係ない

導入状況につ

に導入 一部

える業務にはど

６．デー

７．業務

８．その

９．社外

務を行う場合の

に○をつけてくだ

し 

う)

通信料補

る会社の

ている方法とし

証 指紋認証

3 

3 

くの事業所で利

設している場合、

７．リアル

８．人材

９．カス

10．問い

11．その

12．ホー

っていますか。

い 

ついて、該当す

部部門で導入

2 

2 

2 

2 

2 

どのようなもの

ータベースへの

務システムへの

他（    

外からアクセス

のデータ通信料

ださい。 

補助等によ

の一部負担
会

2 

2 

して、該当する

証

その他生

認証(静脈

彩等

4

4

利用している一

、どのような目

ルタイムの情報

材の募集、受付

スタマーサポー

い合わせの受付

の他（ 

ームページを開

最も該当する

３．やや役立

る番号１つに○

導入を検討

3 

3 

3 

3 

3 

がありますか。

のアクセス（生

のアクセス 

      

して行える業

料、あるいは業

会社の全額負

3 

3 

る番号全てに○

生体 

脈、虹

等) 

そ

(入退

簿

一般的な方法を

的で活用して

報提供（在庫状

付 

ト 

付・対応 

  

開設していない

る番号1 つに○

立っている 

○をつけてくだ

討 導入予

該当する番号

生産、在庫、販

      

業務はない 

業務のための通

負担 
社外から

話を行

○をつけてくださ

その他 

退室記録

簿等) 

入

を

5 

5 

をご回答くださ

ていますか。該

状況、混雑状況等

  

い 

○をつけてくだ

ださい。 

予定なし 

4 

4 

4 

4 

4 

号全てに○を

販売等） 

 ） 

通話料はどの

ら通信、通

行わない 

4 

4 

さい。 

入退室記録

をしていな

い 

6 

6 

さい。 

当する番号

等） 

） 



 
 

問

問

問

問

問

 

 貴社では問１６

番号全て

１．新商品開発

２．世の中のト

３．商品・サー

４．実店舗等へ

５．口コミによる

６．固定ファン

※ ソーシャル

成していく

 貴社の最問１７

すか。該

１．インターネ

５．10～30%未

 ホームペ問１８

の拡大、

 

①商圏の拡大

②顧客数の増

③リピート率

 貴社では問１９

していま

 

①ｸﾗｳﾄﾞ・ｺﾝ

②顧客情報

ビッグデー

③自動取得

④ＡＩ（人工知

※ クラウド・

して、利用

 問19 ①問２０

  これら

 

①ｸﾗｳﾄﾞ・ｺﾝﾋ

②顧客情報や

ビッグデー

③自動取得し

④ＡＩ（人工知

はソーシャルメ

てに○をつけて

発に向けた世の

トレンドを反映し

ービスのプロモー

への集客 

る情報拡散 

ンの獲得 

ルメディアは、ブ

くメディア。利用

最近1 年間の

該当する番号1

ネット取引をして

未満 

ページやソーシャ

、顧客数の増加

大 

増加 

率の向上 

はクラウド・コン

ますか。それぞれ

ﾝﾋﾟｭｰﾃｨﾝｸﾞ 

報や利用履歴等

ータ解析 

得したｾﾝｻｰﾃﾞー

知能） 

コンピューティ

用者が「必要な時

①～④のいず

らを活用するこ

ﾋﾟｭｰﾃｨﾝｸﾞ 

や利用履歴の

ータ分析 

したｾﾝｻｰﾃﾞー

知能） 

ディアを活用し

てください。 

の中のトレンド情

した生産調整 

ーション・情報発

ブログ、ソーシ

用者同士のつな

の売上全体に占

1 つに○をつけ

ていない 

 

ャルメディア、イ

加、リピート率

効果が

ンピューティング

れ該当する番号

等の 

ｰﾀの分析 

ィングは、ネッ

時に必要な量だ

ずれかで「１」を選

ことによる効果

の 

ｰﾀの分析 

 

していますか。活

情報の収集

 

発信 

 

 

 

シャルネットワー

ながりを促進する

占めるインター

けてください。

２．3%未

６．30～

インターネットを

率の向上に効果

があった
や

1 

1 

1 

、ビッグデータ解

号1 つに○をつ

活用して

1

1

1

1

トワーク上に存

だけ」サービスと

選択された方

果は得られました

効果があった

1 

1 

1 

1 

4

活用している場

７．ブラ

８．顧客

９．カス

10．採用

11．その

12．ソー

ーキングサービス

る様々なしかけが

ーネットを通じた

未満

～50%未満

を通じた取引等

果はありましたか

やや効果が

あった 

2 

2 

2 

解析、自動取

つけてください

ている 
検討

存在するコンピュ

として使用でき

方に伺います。

たか。それぞれ

た 
やや

あ

場合、どのよう

ランド力の強化

客ニーズ把握等

スタマーサポー

用活動の強化、

の他（ 

ーシャルメディア

ス（SNS）、動画共

が用意されてお

た取引（販売、

３．3～

７．50%

等、ICT の利活

か。それぞれ該

あまり効果が

なかった

3 

3 

3 

取得したセンサー

。 

活用を 

討している 

2 

2 

2 

2 

ュータ資源をイン

る技術。 

れ該当する番号

や効果が 

あった 

2 

2 

2 

2 

な目的で活用

等のマーケティ

ト 

、充実 

  

アは活用してい

共有サイトなど

おり、互いの関係

受注、予約受

～5%未満

%以上 

活用で、貴社の

該当する番号

が

た 

効果

なかっ

4 

4 

4 

ーデータの分析

活用の検討

していないが

関心があ

3 

3 

3 

3 

ンターネット等

号1 つに○をつ

あまり効果が

なかった 

3 

3 

3 

3 

用していますか

ィング調査の高度

  

いない 

ど、利用者が情報

係を視覚的に把握

受付）の比率は

４．5～10

の商品・サービ

1 つに○をつけ

果が 

った 

ICT

をし

4 

4 

4 

析、AI（人工知

討は 

が、

る 

活

予定

等のブロードバン

つけてください。

が 
効果が

。該当する

度化 

） 

報を発信し、形

握できる。 

はどの程度で

0%未満 

ビス等の商圏

けてください。

T の利活用

していない

5 

5 

5 

知能）を活用

活用する 

定はない 

4 

4 

4 

4 

ンド回線を経由

。 

がなかった

4 

4 

4 

4 



 
 

問

業

力

力

生

産

性

経

革

人

材

力

成

果

問

 

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

 下記の経問２１

それぞれ

 

 

 

営

業

力 

①市場分

②新規顧

③既存顧

商

品

力 

④商品・サ

⑤対応力

応、少量多

⑥新規ビ

生

産

性 

⑦業務分

改善 

⑧管理の

⑨経験や

経

営

改

革 

⑩取得し

⑪経営トッ

迅速性の

⑫組織の

人

材

力 

⑬従業員

⑭社内情

⑮他社との

成

果 

⑯売上向

⑰労働生

⑱企業全

 貴社の業問２２

する番号

①商品・サービ

②仕入、発注、

③生産・製造 

④商品管理、在

⑤サービス提供

⑥営業、販売、

⑦物流、配送 

⑧経理・会計 

⑨給与・人事 

⑩情報共有 

※ クラウド・

カスタマイ

経営課題の解

れ該当する番号

分析、顧客分析

顧客の開拓 

顧客の満足度向

サービスの商品

力向上（個別ニ

多品種対応 等

ビジネスの実現

分析に基づく業

の高度化（在庫

やノウハウのデ

したデータに基

ップの意思決定

の向上 

の改善または改

員の意欲や能力

情報の活用・共

の協働・連携の

向上 

生産性の向上 

全体での総合評

業務領域ごとの

号1 つに○をつ

ビスの企画、開

、調達 

在庫管理 

供 

、顧客管理 

・コンピューティ

イズしている場合

解決のためのIC

号に 1 つだけ○

析 

向上 

品力向上 

ーズへの対

等） 

現 

業務プロセスの

庫、生産等） 

デジタル化 

基づく経営分析

定の正確性や

改革 

力の向上 

共有の活発化 

の促進 

評価 

の情報システム

つけてください。

開発、設計 

ィングサービス

合には「既製ソ

CT利活用の必

○をつけてくださ

ICT利活用が

必要と考え

ていない

1 

1 

1 

1 

1 

1 

の
1 

1 

1 

析 1 

や
1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

ムの導入状況

 

特注 

システム 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

スをカスタマイズ

ソフトのカスタマ

5

必要性、ICT利

さい。 

が

え ICT利活用が

だが利活用し

いない

2 

2 

2 

2 

2 

2 

2 

2 

2 

2 

2 

2 

2 

2 

2 

2 

2 

2 

況、導入したシス

導入して

既製ソフトの

カスタマイズ

2 

2 

2 

2 

2 

2 

2 

2 

2 

2 

ズせず利用してい

マイズ」とご回答

利活用の状況

ICT利活

が必要

して 効果が

あった

3 

3 

3 

3 

3 

3 

3 

3 

3 

3 

3 

3 

3 

3 

3 

3 

3 

3 

ステムの構築方

ている 

の

ズ 

パッケー

既製

いる場合には、

答ください。

況、ICTを利活用

活用が必要と考え

ICTを利

やや効果

があった 

4 

4 

4 

4 

4 

4 

4 

4 

4 

4 

4 

4 

4 

4 

4 

4 

4 

4 

方法について、

導ージソフト等

製ソフト 

3 

3 

3 

3 

3 

3 

3 

3 

3 

3 

「パッケージソ

用した場合の効

えている 

利活用した 

あまり効果が

なかった 

5 

5 

5 

5 

5 

5 

5 

5 

5 

5 

5 

5 

5 

5 

5 

5 

5 

5 

、業務領域ごと

導入してい

ない 

4 

4 

4 

4 

4 

4 

4 

4 

4 

4 

フト等既製ソフ

効果について、

効果が 

なかった

6 

6 

6 

6 

6 

6 

6 

6 

6 

6 

6 

6 

6 

6 

6 

6 

6 

6 

とに最も該当

当該業務 

領域がない

5 

5 

5 

5 

5 

5 

5 

5 

5 

5 

フト」、 

、



 
 

問

 

問

問

 

設

 

うち

 

問

問

問

問

 前問で貴問２３

てください

１．大部分の業

３．他の業務領

 貴社の年問２４

  ※IC

１．ICT投資を

５．0.6%以下

９．3%以下 

 貴社の設問２５

（３年後

設備投資額 

ち、ＩＣＴ投資額

 ICT 投資問２６

てください

１．ICTやデー

２．ICTによる

３．ICTによる

４．ICTによる

５．ICTによる

６．ICTによる

７．ICTによる

 貴社には問２７

１．いる 

 貴社が I問２８

１．ICT関連の

２．ICT導入に

３．ICT導入の

４．経営層の

５．ICT利活用

６．社員のIC

７．社内のシ
 

Ⅲ ＡＩ(

 ＡＩ（人工問２９

社の事業

１．良い影響

４．どちらか

貴社が導入し

い。 

業務領域のシ

領域とは連携

年間ICT 投資

CT 投資額には

をしていない 

下 

設備投資額全

後）の見通しとし

 

直近 

将来（３年

額 直近 

将来（３年

資額を増やして

い。 

ータによる市場

るビジネスモデ

る商品・サー

る商品・サー

る経営のスピー

るノウハウ・技

る社内・社外

は、ICT 利活用

ICT を利活用

のコストの負担

により得られ

の費用対効果

のICT利活用に対

用を推進する担

CT活用能力が不

システム間での

(人工知能)と

工知能）が広く

業にどのような

響がある 

かと言えば悪い

ているとした情

システムが連携

携せず、個別に

資額が売上高に

は、ハードウェア

２．0.1

６．0.8

10．5%以

全体、ＩＣＴ投資

して、該当する

5

年後） 

年後） 

ている企業にお

場や顧客分析

デルの変革、新

ビスの商品力

ビスの開発力

ードアップ 

技能の継承 

との連携強化 

用を専任で担

用する上での課

担 

る効果がわか

の算定が難し

対する理解が

担当者、責任者

不足 

のデータの共有

と働き方の変

社会に普及す

影響をもたらす

い影響がある 

情報システム間

携している

に運用している

に占める比率

ア、ソフトウェア

%以下 

%以下 

以下 

資額について、

番号１つに○

5％以上増加

1 

1 

1 

1 

お聞きします。I

析の強化 

新規ビジネス

向上 

強化 

当する者はい

課題として該当

からない 

い 

不足 

任者がいない

有・連携が難し

変化につい

する事に伴い、

すとお考えでし

２．どち

５．悪い

6

間の連携は実現

２．一部

る ４．わか

率として該当する

ア、システム開発

３．0

７．1

11．1

３年前と比べた

○をつけてくださ

加 5％未満増

2 

2 

2 

2 

ICT 投資額を

８．I

の実現 ９．I

10．企

11．既

12．情

13．法

14．特

いますか。該当す

２．い

する番号全て

８．技

９．情

10．相

11．地

12．そ

13．特

しい 14．I

いて 

雇用や働き方

しょうか。最も該

ちらかと言えば

い影響がある

現されています

部の業務領域の

からない 

る番号１つに○

発費、保守費

0.2%以下

1%以下

10%以下

た直近の決算

い。 

増加 横ば

3

3

3

3

を増やしている

ICTによる業務

ICTによる社員

企業規模の拡大

既存システムの

情報セキュリテ

法規制対応 

特に目的はない

する番号1 つ

いない 

てに○をつけて

技術、ノウハ

情報セキュリテ

相談できる情報

地域のICTイン

その他（   

特に課題はない

ICTを利活用し

方が大きく変化

該当する番号１

ば良い影響があ

すか。最も該当

のシステムが連

○をつけてくださ

用、ネットワー

４．0

８．2

12．1

算期、および直近

ばい 5%未

3 

3 

3 

3 

目的として該当

務効率化、コス

員の生産性向上

大への対応 

の更新 

ティ対策 

い（価格上昇

に○をつけてく

ください。 

ウ、情報等の流

ティ等のリス

報システム会社

ンフラ整備状況

      

い 

していない 

化する事が予想

１つに○をつけ

ある ３．

当する番号1 つ

連携している 

さい。 

ーク回線費を含

0.4%以下 

2%以下 

10%超 

直近の決算期と

未満減少 

4 

4 

4 

4 

当する番号全

スト削減 

上、労働時間削

昇による増加等

ください。 

流出の恐れ 

クへの対応 

社等が不足 

況 

     

想されます。Ａ

けてください。 

どちらともい

つに○をつけ

含みます。 

と比べた将来

5%以上減少

5 

5 

5 

5 

全てに○をつけ

削減 

等） 

    ） 

ＡＩの普及は貴

えない 



 
 

問

問

 

問

問

問

問

 貴社では問３０

ています

１．不足してい

２．省力化、無

３．業務効率

４．既存の商

５．新しい価値

 ＡＩ（人工問３１

けてくださ

１．AI活用ス

２．AI活用ス

３．AIに代替

４．AIに代替

５．AIに関す

※ AI活用スキ

スキル、A

※ AIに代替さ

間的資質や

Ⅳ 新たな

 貴社の人問３２

１．充足して

 働き方改問３３

する番号

１．柔軟な労

２．多様な働

３．仕事の見

４．社外で業

５．育児・介

 前問の問３４

１．人手の確

２．中核人材

３．育児、配

４．介護によ

５．労働生産

 業務改善問３５

をつけて

１．書類の電

２．社外から

３．会議のｸﾗ

４．社内の情

はＡＩ（人工知能

すか。該当する

いる労働力の補

無人化の実現 

・生産性の向上

品・サービスの

値をもった商品

工知能）の普及

さい。 

スキルを持つ人

スキルを持つ人

替されにくいス

替されにくいス

する情報収集 

キルとはAI(人工

Iをどう活用す

されにくいスキ

やコミュニケーシ

な働き方につ

人材の需給状

ている    

改革の必要性

号全てに○を

労働時間制度導

働き方に対応し

見える化、情報

業務ができる環

介護休暇制度の

ような働き方

確保（人手不足

材・専門人材の

配偶者転勤等に

よる退職の防止

産性の向上（仕

善、働き方改

てください。

電子化（ﾍﾟｰﾊﾟｰ

らの社内ｼｽﾃﾑへ

ﾗｳﾄﾞ化（ﾍﾟｰﾊﾟ

情報共有のシス

能）をどのような

番号全てに○

補完

現

上 

の高度化（品質

品・サービスの

及に対して、貴

人材の雇用 

人材の育成(研修

スキルを持つ人

スキルを持つ人

工知能)を利用し

する事ができるか

キルとはAI活用が

ション能力、課

ついて 

状況について、以

２．まずまず

性が言われる

をつけてくだ

導入（ﾌﾚｯｸｽﾀｲﾑ

した評価制度導

報共有の仕組み

環境整備（ﾘﾓｰ

の導入 

方改革に取り

足への対応） 

の確保・定着 

による退職の防

止 

仕事効率向上）

改革に関連し

 

ｰﾚｽ化） 

へのｱｸｾｽ（ﾘﾓｰ

ﾟｰﾚｽ会議） 

ステム化（ｲﾝﾄ

な目的で活用

○をつけてくださ

 

 

 

質・顧客満足度

の新規創出

貴社ではどのよ

研修、自己啓発

人材の雇用

人材の育成

したサービスを

かを考えられる創

が一般化する時

課題解決力や論理

以下から最も近

ず充足している

るようになって

ださい。 

ﾑ、裁量労働制

導入（目標管理

みづくり 

ﾄｱｸｾｽ等）  

り組んでいる

    

防止 

 

、貴社で導入

ﾄｱｸｾｽ）

ﾗﾈｯﾄ、社内SN

7

用する事に関心

さい。 

６．研究

７．計画

８．事故

度等） ９．人員

10．その

ような対応･準備

発の支援)

開発するスキル

創造性やデザイ

時代における重要

理的思考などの業

近いと思われる

る ３．

ています。以

制）   ６．

理制等） ７．

８．

   ９．

10．

目的として該

６．

７．

８．

９．

入している IC

５．

６．

７．

NS等） ８．

心がありますか。

究、開発、設計

画等立案の高速

故・故障等の予

員や機械、設備

の他（ 

備が必要だと考

６．AIに関連

７．研究機関

８．他社・ベ

９．AI利活用

10．対応・準

ルの事で、AIを利

ン力などを指し

要な能力の事で、

業務遂行能力な

る番号1 つに○

やや不足して

以下のうち貴社

時短制度の導

長時間労働の

在宅勤務制度

会議の見直

その他（  

該当する番号

イノベーシ

業務に対する

社員のワーク

その他（  

CT機器やシス

電子決裁 

テレビ会議、

社員へのPC、

その他（  

。あるいはどの

計等の効率化、

速化、精緻化 

予防、安全性の

備等の最適配

  

考えますか。該

連する研究開発

関・大学等との

ベンチャー等と

用のトライアル

準備の必要を感

利用するための

しています。 

、チャレンジ精

などを指していま

○をつけてくだ

ている  ４．

社で取り組ん

導入 

の是正（残業抑

度の導入 

し（会議の廃止

      

号全てに○を

ョン創出に向け

るモチベーシ

クライフバラン

      

ステムとして

、ビデオ会議 

、ｽﾏｰﾄﾌｫﾝ等IC

      

のような目的で現

、高度化 

化

の向上 

配置の実現 

  

該当する番号全

発体制の強化 

の連携 

との連携・協業

ル 

感じない 

のプログラミング

精神や主体性、行

ます。 

ださい。 

．不足してい

んでいる施策

抑制、朝型勤

止、遠隔会議

      

つけてくださ

けた環境作り 

ョン向上 

ンスの実現 

      

て該当する番

CT機器の支給 

      

現在活用し

） 

全てに○をつ

業 

グスキルや設計

行動力などの人

る    

策として該当

勤務制度） 

議での代替） 

   ） 

さい。 

  ）  

番号全てに○

給

   ） 



 
 

問

 

①

②

③

問

問

問

問

問

問

 貴社では問３６

それぞれ

 

①在宅型テレ

②施設利用型

③モバイルワ

※ テレワーク

るテレワー

ースなど会

した就業場

 テレワー問３７

ついて、

１．5%未満 

５．30～50%未

 テレワー問３８

ワークの

１．全社員が

４．テレワー

 テレワー問３９

ワークの

１．一般社員

 全ての企問４０

入してい

１．営業 

５．研究・開

９．経理・会

 貴社がテ問４１

導入する

１．人材の採

２．育児によ

３．介護によ

４．社員のワ

５．イノベー

６．顧客満足

７．社内事務

 貴社がテ問４２

導入して

１．情報セキ

２．適正な労

３．適正な人

４．社員同士

５．テレワー

は時間や場所

れの項目毎に該

レワーク 

型テレワーク 

ワーク 

クとはICTを活用

ーク。「施設利用

会社で確保したオ

場所に関わらずに

ークを導入されて

該当する番号

未満 

ークのうち、在宅

の対象者を限定

が利用可能 

ークが必要な理

ークのうち、在宅

の対象者の職位

員 ２

企業にお聞き

いない場合は、

開発・設計 

会計 

テレワークを既

る場合に目的

採用・確保、流

よる退職の防止

よる退職の防止

ワークライフバ

ーション創出の

足度の向上、営

務の迅速化 

テレワークを

ていない場合は

キュリティの確

労務管理 

人事評価 

士のコミュニケ

ークの導入・運

質問は以

所にとらわれない

該当する番号

導入

用した場所や時

用型テレワーク」

オフィスを就業

にいつでもどこ

ている企業にお

号に１つだけ○

２．5～

６．50～

宅型・施設利用

定していますか

理由により限定

宅型・施設利用

位として、該当

．係長・主任

きします。貴社

導入が可能と

２．販売

６．製造

10．人事

既に導入している

的にすると考えら

流出の防止 

止 

止 

バランスの実現

の環境づくり 

営業力の向上 

を既に導入して

は、仮に導入す

確保 

ケーション 

運用コスト 

以上です。お忙

い新しい働き方

1 つに○をつけ

入している 導

1 

1 

1 

時間にとらわれな

は、自社のサ

業場所とするテレ

こでも仕事が可能

お聞きします。

をつけてくださ

～10%未満

～70%未満

用型テレワーク

か。該当する番

２．職位に

定（育児、介護

用型テレワーク

する番号全て

任クラス 

社がテレワーク

と考える職種に

売・サービス

造管理 

事・労務・総務

る場合は、テレ

られることとして

現 

ている場合は、

するとした場合

６．対象業務

７．経営層の

８．管理職の

９．社員のテ

10．テレワー

忙しい中ご協力

8

方として注目さ

けてください。

導入を検討し

ている 

2 

2 

2 

ない柔軟な働き方

サテライトオフィ

レワーク。「モバ

能なもの。 

テレワークを利

い。 

３．

７．

クを導入されて

番号全てに○を

により限定

護、災害等）

クを導入されて

てに○をつけて

３．課長クラス

クを既に導入し

に該当する番号

３．顧

７．シ

務 11．そ

レワーク導入の

て該当する番号

８．地

９．地

10．オ

11．社

12．災

13．そ

、テレワークの

合には課題とな

務が絞られる

のテレワークへ

のテレワークへ

テレワークへの

ークに対応した

力いただき、

されているテレ

導入の検討

していない

関心があ

3 

3 

3 

方をいいます。

ィスや地方都市で

バイルワーク」は

利用している従

10～20%未満

70～100%未満

いる企業にお

をつけてください

いる企業にお

ください。 

ス ４．部

している場合は

号全てに○をつ

顧客サポート

システム開発

その他（   

の目的を、貴社

号全てに○をつ

地方都市での採

地方都市への転

オフィスコス

社員の通勤・移

災害や新型イ

その他（

の導入にあたっ

なることとして該

への理解

への理解

の理解

た社内制度作り

誠にありがと

ワークについて

討は

いが、

ある 

導入す

はな

「在宅型テレワ

でのテレワーク

は出先や移動中

従業員の、従業

満

満

聞きします。在

い。 

３．職種

５．その

聞きします。在

部長クラス 

は導入した職種

つけてください。

４．

８．

  ） 12．

社がテレワークを

つけてください。

採用促進 

転居、移住に

トの削減 

移動時間の短縮

ンフルエンザ等

って課題となった

該当する番号全

11．導入に

12．労働法

13．その他

14．特にな

り 

とうございま

ての取り組みを

する予定

ない 

テ

適

4 

4 

4 

ーク」は自宅を

オフィス、コワ

中の交通機関など

業員全体に占

４．20～30

８．100%（

在宅型・施設利

種により限定 

の他 

在宅型・施設利

５．役員クラ

種、貴社がテレ

。 

．企画・調査 

．システム運

．特になし 

を導入していな

。 

よる退職の防

短縮 

ザ等への対応 

  

たこと、貴社が

全てに○をつけ

による効果の把

法規等との整合

他（   

なし 

ました。 

をしていますか。

テレワークに

適した職種が

ない 

5 

5 

5 

を就業場所とす

ワーキングスペ

ど、会社で確保

める割合に

0%未満 

（全員） 

利用型テレ 

利用型テレ 

ス 

レワークを導

査

運用 

ない場合は、

防止 

） 

がテレワークを

けてください。

把握 

合性 

   ） 

。


